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公立学校施設の耐震改修状況フォローアップ調査の結果について 
 
 

 
 

 
１．フォローアップ調査結果の概要 
（１）構造体の耐震化 

・公立小中学校の構造体の耐震化率は，前年度から０．７ポイント上昇し，９８．８％となり，

耐震化が未実施の建物が１，３９９棟となりました。 
 
（２）屋内運動場等の吊り天井等の落下防止対策 

・公立小中学校の屋内運動場等の吊り天井等の落下防止対策の実施率は，前年度から２．１ポイ

ント上昇し，９７．１％となり，落下防止対策が未実施の建物が９４０棟となりました。 

 

 

２．今後の対応 
・本調査結果の通知文において、構造体の耐震化及び屋内運動場等の落下防止対策が未実施の設

置者に対して、一刻も早い対策の完了を要請。 
・都道府県毎に実施される市町村説明会や各種会議等において取組を要請。 

・設置者の取組状況について、継続的にフォローアップを実施。 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

公立学校施設の耐震化については，平成２７年度でおおむね完了したところですが、

文部科学省では，このたび，その後の取組状況についてフォローアップ調査（平成２９

年４月１日現在）を行い，調査結果を取りまとめましたので，公表いたします。 
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公立学校施設の耐震改修状況フォローアップ調査の結果について 
 

（平成２９年４月１日現在） 
フォローアップ調査結果のポイント 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅰ.構造体の耐震化 
 
● 耐震化率（小中学校）：９８．８％（前年度 ９８．１％） （115,272 棟/116,671 棟）    
● 耐震性がない建物（小中学校）：１，３９９棟（前年度 ２，２２８棟） 

 

【耐震性がない（耐震診断未実施含む）１,３９９棟の内訳】 

→ Is 値 0.3 未満の棟数：     ２５７棟（前年度     ３９７棟） 

→ Is 値 0.3 以上の棟数：     ７４４棟（前年度 １，２７０棟） 

→ 第 2 次診断等が未実施の棟数： ３９８棟（前年度    ５６１棟） 

 
 
 
●耐震化率が下位の都道府県（小中学校）        
 
 
 

●耐震性がない建物の残棟数が多い設置者（小中学校） 

 
 

 
 
 
 

① 沖縄県   ９０．０％    ⑥ 広島県   ９５．２％ 

② 福島県   ９４．１％    ⑦ 島根県   ９６．１％ 

③ 富山県   ９４．３％    ⑧ 山口県   ９６．５％ 

④ 北海道   ９４．４％    ⑨ 佐賀県   ９７．１％ 

⑤ 愛媛県   ９４．９％    ⑩ 茨城県   ９７．６％ 

                 ⑩ 岡山県   ９７．６％ 
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① 福山市    ６９棟      ⑥ 西条市      ３９棟 

② 富山市    ６０棟     ⑦ 旭川市      ３６棟 

③ 福島市    ５２棟     ⑧ 札幌市      ２７棟 

④ 那覇市    ５０棟     ⑨ 函館市      ２３棟 

⑤ 岡山市    ４２棟      ⑨ 金沢市      ２３棟 

○公立小中学校の構造体の耐震化率は、前年度から０．７ポイント上昇し、 
９８．８％となった。また、全国の９割近くの設置者が耐震化を完了した。 

 
○耐震化が未実施の建物は、前年度から８２９棟減少し、１，３９９棟となった。 
 
○公立小中学校の屋内運動場等の吊り天井等の落下防止対策の実施率は、前年度か

ら２．１ポイント上昇し，９７．１％となった。 

 

○吊り天井等の落下防止対策が未実施の屋内運動場等は、前年度から７１４棟減少

し、９４０棟となった。 



 
●過去 3年間の調査結果の推移 

 

  
耐震化率 残棟数 

H27 H28 H29 H29 

小中学校 95.6% 98.1% 98.8% 1,399 棟 

幼稚園 86.7% 91.0% 92.9% 314 棟 

高等学校 93.7% 96.4% 97.9% 619 棟 

特別支援学校 98.1% 99.1% 99.4% 35 棟 

合計 95.1% 97.6% 98.5% 2,367 棟 

※以上は非木造建物の数値。 

 
 
●木造建物の耐震化率：９４．５％ （前年度 ９２.７％） （980 棟/1,037 棟） 

 
 
 
Ⅱ. 屋内運動場等の吊り天井等の落下防止対策 
 

●対策が未実施の吊り天井等を有する屋内運動場等（小中学校）： 

 ９４０棟（前年度 １，６５４棟）  （対策実施率９７．１％） 

 
※調査対象は、屋内運動場・武道場・講堂・屋内プールのうち、高さ 6 メートルを超える吊り天井、または、水平投

影面積が 200 ㎡を超える吊り天井を有する建物。 

※吊り天井・照明・バスケットゴールの全てについて、落下防止対策を実施したものを対策実施済とする。 

 

 

●対策未実施の吊り天井等を有する屋内運動場等の数が多い都道府県（小中学校） 
 
 
 
 
 
 
 
 
●平成２８年度に吊り天井等の落下防止対策を行った数が多い都道府県（小中学校） 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 東京都   ７４棟     ⑥ 茨城県    ４１棟 

② 愛知県   ６７棟     ⑦ 岩手県    ３５棟 

③ 千葉県   ６６棟     ⑦ 和歌山県   ３５棟 

④ 山口県   ５８棟     ⑨ 北海道    ３４棟 

⑤ 群馬県   ４３棟     ⑩ 山形県    ３３棟 

① 埼玉県   ５４棟     ⑥ 広島県    ３５棟 

② 千葉県   ４７棟     ⑥ 香川県    ３５棟 

③ 東京都   ４３棟     ⑧ 愛知県    ３３棟 

④ 兵庫県   ４０棟     ⑧ 熊本県    ３３棟 

⑤ 茨城県   ３７棟     ⑩ 山口県    ３１棟 

 



 

 

 

 

⑥ 愛知県   １３２棟     ⑥ 和歌山県   ４５棟 
⑦ 兵庫県   １２０棟     ⑦ 新潟県    ３７棟 
⑧ 埼玉県    ６５棟     ⑧ 長崎県    ３６棟 
⑨ 山口県    ５９棟     ⑨ 東京都    ３４棟 
⑩ 三重県    ４９棟     ⑩ 熊本県    ３２棟 

    

⑪ 愛知県   １３２棟     ⑥ 和歌山県   ４５棟 
⑫ 兵庫県   １２０棟     ⑦ 新潟県    ３７棟 
⑬ 埼玉県    ６５棟     ⑧ 長崎県    ３６棟 
⑭ 山口県    ５９棟     ⑨ 東京都    ３４棟 
⑮ 三重県    ４９棟     ⑩ 熊本県    ３２棟 

    

① 愛知県   １３２棟     ⑥ 和歌山県   ４５棟 
② 兵庫県   １２０棟     ⑦ 新潟県    ３７棟 
③ 埼玉県    ６５棟     ⑧ 長崎県    ３６棟 
④ 山口県    ５９棟     ⑨ 東京都    ３４棟 
⑤ 三重県    ４９棟     ⑩ 熊本県    ３２棟 

    

 

調査対象： 公立学校施設の全設置者 

（福島県楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘村内の全学校を除く） 

 

調査時点： 平成２９年４月１日現在 

 

調査項目： 幼稚園（幼保連携型認定こども園含む）・小学校・中学校・義務教育学校・高等学校・

中等教育学校・特別支援学校に係る以下の項目 

・構造体の耐震化【非木造】 

・構造体の耐震化【木造】 

・屋内運動場等の吊り天井等の落下防止対策 



　
※ H23.4.1については岩手県、宮城県、福島県を除く。

※ H24.4.1～H29.4.1については福島県の一部を除く。
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平成２９年４月１日現在

耐震化率

100% 1,553 (1453) 87.2% (81.6%)

90%～100%未満 146 (200) 8.2% (11.2%)

80%～90%未満 49 (80) 2.8% (4.5%)

70%～80%未満 20 (28) 1.1% (1.6%)

60%～70%未満 10 (14) 0.6% (0.8%)

60%未満 3 (5) 0.2% (0.3%)

合　計 1,781 (1780) 100.0% (100.0%)

耐震化率別の設置者数分布（小中学校）

　　　　　設置者数　　（昨年度） 　　　　　　　割合　　（昨年度）
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平成２９年４月１日現在

耐震化率

100% 1,463 (1297) 83.4% (74.6%)

90%～100%未満 90 (139) 5.1% (8.0%)

80%～90%未満 82 (122) 4.7% (7.0%)

70%～80%未満 40 (58) 2.3% (3.3%)

60%～70%未満 32 (43) 1.8% (2.5%)

60%未満 48 (80) 2.7% (4.6%)

合　計 1,755 (1739) 100.0% (100.0%)

屋内運動場等の吊り天井等の落下防止対策実施率別の設置者数分布（小中学校）

　　　　　設置者数　　（昨年度） 　　　　　　　割合　　（昨年度）
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全国平均
９８．８％

耐震化率の状況（小中学校）

※福島県の一部を除く



北海道 5,037棟 282棟 94.4% 44

青森県 1,593棟 16棟 99.0% 30

岩手県 1,531棟 22棟 98.6% 33

宮城県 2,298棟 3棟 99.9% 13

秋田県 1,131棟 0棟 100.0% 1

山形県 1,264棟 16棟 98.7% 32

福島県 2,025棟 120棟 94.1% 46

茨城県 2,696棟 64棟 97.6% 38

栃木県 1,717棟 0棟 100.0% 1

群馬県 1,860棟 5棟 99.7% 20

埼玉県 4,545棟 3棟 99.9% 9

千葉県 4,841棟 12棟 99.8% 17

東京都 6,805棟 0棟 100.0% 1

神奈川県 5,417棟 0棟 100.0% 1

新潟県 2,914棟 29棟 99.0% 29

富山県 1,204棟 69棟 94.3% 45

石川県 1,305棟 28棟 97.9% 35

福井県 1,137棟 4棟 99.6% 23

山梨県 1,020棟 0棟 100.0% 1

長野県 2,572棟 6棟 99.8% 16

岐阜県 2,349棟 0棟 100.0% 1

静岡県 3,472棟 6棟 99.8% 14

愛知県 6,413棟 16棟 99.8% 18

三重県 1,906棟 0棟 100.0% 1

滋賀県 1,791棟 6棟 99.7% 22

京都府 2,585棟 2棟 99.9% 10

大阪府 8,072棟 21棟 99.7% 19

兵庫県 5,040棟 19棟 99.6% 24

奈良県 1,525棟 11棟 99.3% 27

和歌山県 1,114棟 5棟 99.6% 25

鳥取県 720棟 9棟 98.8% 31

島根県 903棟 35棟 96.1% 41

岡山県 2,233棟 53棟 97.6% 37

広島県 2,286棟 109棟 95.2% 42

山口県 1,641棟 57棟 96.5% 40

徳島県 1,018棟 8棟 99.2% 28

香川県 1,010棟 1棟 99.9% 11

愛媛県 1,452棟 74棟 94.9% 43

高知県 926棟 20棟 97.8% 36

福岡県 4,743棟 32棟 99.3% 26

佐賀県 934棟 27棟 97.1% 39

長崎県 2,179棟 37棟 98.3% 34

熊本県 2,236棟 5棟 99.8% 15

大分県 1,134棟 0棟 100.0% 1

宮崎県 1,656棟 5棟 99.7% 21

鹿児島県 2,825棟 3棟 99.9% 12

沖縄県 1,596棟 159棟 90.0% 47

全国 116,671棟 1,399棟 98.8%

全国の公立小中学校の耐震化の状況（平成２９年４月１日現在）

都道府県名 全　棟　数 耐震化率 耐震化率順位耐震性のない建物
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北海道 57棟 11棟 80.7% 44

青森県 2棟 0棟 100.0% 1

岩手県 28棟 4棟 85.7% 39

宮城県 45棟 0棟 100.0% 1

秋田県 13棟 4棟 69.2% 47

山形県 14棟 0棟 100.0% 1

福島県 140棟 16棟 88.6% 36

茨城県 135棟 27棟 80.0% 45

栃木県 2棟 0棟 100.0% 1

群馬県 77棟 4棟 94.8% 24

埼玉県 54棟 3棟 94.4% 28

千葉県 100棟 2棟 98.0% 20

東京都 178棟 2棟 98.9% 19

神奈川県 67棟 3棟 95.5% 23

新潟県 46棟 0棟 100.0% 1

富山県 25棟 2棟 92.0% 31

石川県 2棟 0棟 100.0% 1

福井県 37棟 0棟 100.0% 1

山梨県 2棟 0棟 100.0% 1

長野県 10棟 1棟 90.0% 34

岐阜県 112棟 6棟 94.6% 26

静岡県 309棟 2棟 99.4% 18

愛知県 123棟 0棟 100.0% 1

三重県 136棟 0棟 100.0% 1

滋賀県 225棟 6棟 97.3% 22

京都府 74棟 7棟 90.5% 32

大阪府 345棟 38棟 89.0% 35

兵庫県 470棟 25棟 94.7% 25

奈良県 220棟 32棟 85.5% 40

和歌山県 40棟 1棟 97.5% 21

鳥取県 6棟 0棟 100.0% 1

島根県 80棟 6棟 92.5% 30

岡山県 282棟 33棟 88.3% 37

広島県 67棟 16棟 76.1% 46

山口県 46棟 8棟 82.6% 42

徳島県 129棟 7棟 94.6% 27

香川県 141棟 0棟 100.0% 1

愛媛県 56棟 4棟 92.9% 29

高知県 8棟 0棟 100.0% 1

福岡県 62棟 6棟 90.3% 33

佐賀県 13棟 2棟 84.6% 41

長崎県 28棟 5棟 82.1% 43

熊本県 31棟 0棟 100.0% 1

大分県 85棟 0棟 100.0% 1

宮崎県 8棟 0棟 100.0% 1

鹿児島県 50棟 0棟 100.0% 1

沖縄県 221棟 31棟 86.0% 38

全国 4,401棟 314棟 92.9%

全国の公立幼稚園の耐震化の状況（平成２９年４月１日現在）

都道府県名 全　棟　数 耐震化率 耐震化率順位耐震性のない建物
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北海道 570棟 14棟 97.5% 35

青森県 444棟 2棟 99.5% 24

岩手県 393棟 38棟 90.3% 44

宮城県 583棟 16棟 97.3% 38

秋田県 389棟 2棟 99.5% 27

山形県 321棟 19棟 94.1% 42

福島県 707棟 5棟 99.3% 30

茨城県 559棟 0棟 100.0% 1

栃木県 672棟 0棟 100.0% 1

群馬県 870棟 1棟 99.9% 16

埼玉県 571棟 15棟 97.4% 37

千葉県 770棟 0棟 100.0% 1

東京都 1,730棟 0棟 100.0% 1

神奈川県 883棟 209棟 76.3% 47

新潟県 649棟 68棟 89.5% 45

富山県 320棟 0棟 100.0% 1

石川県 401棟 1棟 99.8% 19

福井県 296棟 0棟 100.0% 1

山梨県 230棟 0棟 100.0% 1

長野県 1,009棟 60棟 94.1% 43

岐阜県 388棟 0棟 100.0% 1

静岡県 917棟 0棟 100.0% 1

愛知県 1,259棟 5棟 99.6% 23

三重県 745棟 0棟 100.0% 1

滋賀県 473棟 18棟 96.2% 40

京都府 600棟 15棟 97.5% 36

大阪府 1,294棟 0棟 100.0% 1

兵庫県 1,456棟 23棟 98.4% 33

奈良県 308棟 39棟 87.3% 46

和歌山県 387棟 4棟 99.0% 31

鳥取県 208棟 1棟 99.5% 26

島根県 321棟 1棟 99.7% 22

岡山県 656棟 8棟 98.8% 32

広島県 1,004棟 3棟 99.7% 21

山口県 528棟 1棟 99.8% 17

徳島県 295棟 11棟 96.3% 39

香川県 352棟 0棟 100.0% 1

愛媛県 406棟 16棟 96.1% 41

高知県 344棟 1棟 99.7% 20

福岡県 1,329棟 7棟 99.5% 28

佐賀県 300棟 2棟 99.3% 29

長崎県 550棟 0棟 100.0% 1

熊本県 833棟 2棟 99.8% 18

大分県 390棟 0棟 100.0% 1

宮崎県 490棟 0棟 100.0% 1

鹿児島県 651棟 3棟 99.5% 25

沖縄県 531棟 9棟 98.3% 34

全国 29,382棟 619棟 97.9%

全国の公立高等学校の耐震化の状況（平成２９年４月１日現在）

都道府県名 全　棟　数 耐震化率 耐震化率順位耐震性のない建物

資料5



北海道 209棟 0棟 100.0% 1

青森県 106棟 0棟 100.0% 1

岩手県 76棟 0棟 100.0% 1

宮城県 100棟 0棟 100.0% 1

秋田県 60棟 0棟 100.0% 1

山形県 73棟 0棟 100.0% 1

福島県 81棟 7棟 91.4% 47

茨城県 166棟 0棟 100.0% 1

栃木県 105棟 0棟 100.0% 1

群馬県 141棟 0棟 100.0% 1

埼玉県 213棟 0棟 100.0% 1

千葉県 221棟 0棟 100.0% 1

東京都 306棟 0棟 100.0% 1

神奈川県 194棟 12棟 93.8% 46

新潟県 151棟 8棟 94.7% 45

富山県 94棟 0棟 100.0% 1

石川県 73棟 0棟 100.0% 1

福井県 69棟 0棟 100.0% 1

山梨県 71棟 0棟 100.0% 1

長野県 123棟 0棟 100.0% 1

岐阜県 89棟 0棟 100.0% 1

静岡県 140棟 0棟 100.0% 1

愛知県 255棟 0棟 100.0% 1

三重県 91棟 0棟 100.0% 1

滋賀県 87棟 0棟 100.0% 1

京都府 164棟 0棟 100.0% 1

大阪府 269棟 0棟 100.0% 1

兵庫県 288棟 8棟 97.2% 44

奈良県 85棟 0棟 100.0% 1

和歌山県 80棟 0棟 100.0% 1

鳥取県 54棟 0棟 100.0% 1

島根県 81棟 0棟 100.0% 1

岡山県 111棟 0棟 100.0% 1

広島県 134棟 0棟 100.0% 1

山口県 97棟 0棟 100.0% 1

徳島県 40棟 0棟 100.0% 1

香川県 63棟 0棟 100.0% 1

愛媛県 47棟 0棟 100.0% 1

高知県 58棟 0棟 100.0% 1

福岡県 282棟 0棟 100.0% 1

佐賀県 61棟 0棟 100.0% 1

長崎県 101棟 0棟 100.0% 1

熊本県 137棟 0棟 100.0% 1

大分県 74棟 0棟 100.0% 1

宮崎県 87棟 0棟 100.0% 1

鹿児島県 118棟 0棟 100.0% 1

沖縄県 89棟 0棟 100.0% 1

全国 5,814棟 35棟 99.4%

全国の公立特別支援学校の耐震化の状況（平成２９年４月１日現在）

都道府県名 全　棟　数 耐震化率 耐震化率順位耐震性のない建物

資料5



屋内運動場等における吊り天井等の対策未実施の棟数（都道府県別）

吊り天井等の対策未実施の棟数： 940棟（公立小中学校施設） 平成29年4月1日現在
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全棟数

A=B+E B=C+D C D E (C+E)/A

北海道 1,706 54 20 34 1,652 98.0% 16

青森県 479 57 29 28 422 94.2% 40

岩手県 545 41 6 35 504 93.6% 41

宮城県 670 40 23 17 630 97.5% 23

秋田県 342 23 12 11 319 96.8% 29

山形県 399 60 27 33 339 91.7% 45

福島県 642 32 13 19 610 97.0% 27

茨城県 878 88 47 41 790 95.3% 36

栃木県 637 23 6 17 614 97.3% 24

群馬県 544 44 1 43 500 92.1% 44

埼玉県 1,447 66 36 30 1,381 97.9% 20

千葉県 1,389 129 63 66 1,260 95.2% 38

東京都 2,147 198 124 74 1,949 96.6% 30

神奈川県 1,425 57 44 13 1,368 99.1% 8

新潟県 829 71 46 25 758 97.0% 28

富山県 321 17 8 9 304 97.2% 25

石川県 386 34 26 8 352 97.9% 19

福井県 285 12 6 6 273 97.9% 21

山梨県 294 2 1 1 292 99.7% 6

長野県 661 91 66 25 570 96.2% 32

岐阜県 632 46 38 8 586 98.7% 13

静岡県 907 20 11 9 887 99.0% 9

愛知県 1,700 114 47 67 1,586 96.1% 33

三重県 571 54 27 27 517 95.3% 37

滋賀県 389 19 11 8 370 97.9% 18

京都府 602 11 4 7 591 98.8% 11

大阪府 1,568 7 6 1 1,561 99.9% 2

兵庫県 1,285 127 114 13 1,158 99.0% 10

奈良県 339 13 5 8 326 97.6% 22

和歌山県 318 44 9 35 274 89.0% 46

鳥取県 199 24 13 11 175 94.5% 39

島根県 318 32 11 21 286 93.4% 42

岡山県 603 4 3 1 599 99.8% 4

広島県 771 12 1 11 759 98.6% 15

山口県 464 68 10 58 396 87.5% 47

徳島県 255 6 3 3 249 98.8% 12

香川県 263 36 24 12 227 95.4% 35

愛媛県 461 23 10 13 438 97.2% 26

高知県 280 4 2 2 276 99.3% 7

福岡県 1,318 100 82 18 1,218 98.6% 14

佐賀県 269 30 11 19 239 92.9% 43

長崎県 528 28 5 23 500 95.6% 34

熊本県 599 26 14 12 573 98.0% 17

大分県 414 2 2 0 412 100.0% 1

宮崎県 374 4 3 1 370 99.7% 5

鹿児島県 793 2 1 1 791 99.9% 3

沖縄県 425 29 13 16 396 96.2% 31

合計 32,671 2,024 1,084 940 30,647 97.1%
( )内は昨年度の値 (32,845) (2,633) (979) (1,654) (30,212) (95.0%)

公立小中学校の屋内運動場等における吊り天井等の落下防止対策状況
（都道府県別）

平成29年4月1日現在

都道府県名
吊り天井の
対策実施率 対策実施率

順位

吊り天井を有する棟数
（※1）

吊り天井を有していない
棟数（H28年度に吊り天
井を撤去した棟数を含
む）

対策実施済みの棟数
（※2）

対策未実施の棟数
（一部未実施含む）

※1 屋内運動場等（屋内体育館・武道場・講堂・屋内プール）のうち、高さが6mを超える吊り天井または、水平投影面積が200㎡を超える
吊り天井を有するもの
※2 吊り天井・照明・バスケットゴールの全てについて、落下防止対策を実施したもの

資料７



全棟数

A=B+E B=C+D C D E (C+E)/A

北海道 6 0 0 0 6 100.0% 1

青森県 0 0 0 0 0 － －

岩手県 1 0 0 0 1 100.0% 1

宮城県 2 1 1 0 1 100.0% 1

秋田県 2 0 0 0 2 100.0% 1

山形県 0 0 0 0 0 － －

福島県 7 0 0 0 7 100.0% 1

茨城県 0 0 0 0 0 － －

栃木県 0 0 0 0 0 － －

群馬県 2 0 0 0 2 100.0% 1

埼玉県 0 0 0 0 0 － －

千葉県 5 1 1 0 4 100.0% 1

東京都 0 0 0 0 0 － －

神奈川県 2 0 0 0 2 100.0% 1

新潟県 7 3 0 3 4 57.1% 23

富山県 1 1 0 1 0 0.0% 24

石川県 0 0 0 0 0 － －

福井県 0 0 0 0 0 － －

山梨県 0 0 0 0 0 － －

長野県 0 0 0 0 0 － －

岐阜県 8 6 3 3 2 62.5% 22

静岡県 0 0 0 0 0 － －

愛知県 3 3 3 0 0 100.0% 1

三重県 0 0 0 0 0 － －

滋賀県 15 2 1 1 13 93.3% 21

京都府 1 0 0 0 1 100.0% 1

大阪府 1 1 1 0 0 100.0% 1

兵庫県 1 0 0 0 1 100.0% 1

奈良県 1 0 0 0 1 100.0% 1

和歌山県 0 0 0 0 0 － －

鳥取県 2 0 0 0 2 100.0% 1

島根県 0 0 0 0 0 － －

岡山県 0 0 0 0 0 － －

広島県 1 0 0 0 1 100.0% 1

山口県 0 0 0 0 0 － －

徳島県 25 0 0 0 25 100.0% 1

香川県 0 0 0 0 0 － －

愛媛県 2 0 0 0 2 100.0% 1

高知県 0 0 0 0 0 － －

福岡県 0 0 0 0 0 － －

佐賀県 0 0 0 0 0 － －

長崎県 2 2 0 2 0 0.0% 24

熊本県 1 0 0 0 1 100.0% 1

大分県 0 0 0 0 0 － －

宮崎県 1 0 0 0 1 100.0% 1

鹿児島県 2 0 0 0 2 100.0% 1

沖縄県 0 0 0 0 0 － －

合計 101 20 10 10 81 90.1%
( )内は昨年度の値 (137) (29) (13) (16) (108) (88.3.%)

公立幼稚園の屋内運動場等における吊り天井等の落下防止対策状況
（都道府県別）

平成29年4月1日現在

都道府県名
吊り天井の
対策実施率 対策実施率

順位

吊り天井を有する棟数
（※1）

吊り天井を有していない
棟数（H28年度に吊り天
井を撤去した棟数を含
む）

対策実施済みの棟数
（※2）

対策未実施の棟数
（一部未実施含む）

※1 屋内運動場等（屋内体育館・武道場・講堂・屋内プール）のうち、高さが6mを超える吊り天井または、水平投影面積が200㎡を超える
吊り天井を有するもの
※2 吊り天井・照明・バスケットゴールの全てについて、落下防止対策を実施したもの

資料７



全棟数

A=B+E B=C+D C D E (C+E)/A

北海道 495 12 8 4 483 99.2% 22

青森県 163 0 0 0 163 100.0% 1

岩手県 151 32 0 32 119 78.8% 43

宮城県 192 47 7 40 145 79.2% 41

秋田県 123 29 3 26 94 78.9% 42

山形県 129 3 1 2 126 98.4% 30

福島県 223 11 0 11 212 95.1% 33

茨城県 238 38 38 0 200 100.0% 1

栃木県 167 2 0 2 165 98.8% 26

群馬県 160 11 9 2 149 98.8% 27

埼玉県 483 3 2 1 480 99.8% 17

千葉県 276 115 9 106 161 61.6% 46

東京都 505 164 9 155 341 69.3% 44

神奈川県 336 15 14 1 321 99.7% 18

新潟県 288 30 3 27 258 90.6% 36

富山県 118 22 1 21 96 82.2% 40

石川県 140 1 1 0 139 100.0% 1

福井県 88 0 0 0 88 100.0% 1

山梨県 80 1 0 1 79 98.8% 27

長野県 211 2 1 1 209 99.5% 20

岐阜県 125 3 3 0 122 100.0% 1

静岡県 186 11 9 2 175 98.9% 25

愛知県 352 130 0 130 222 63.1% 45

三重県 117 54 1 53 63 54.7% 47

滋賀県 90 1 1 0 89 100.0% 1

京都府 130 1 1 0 129 100.0% 1

大阪府 200 2 0 2 198 99.0% 24

兵庫県 229 10 9 1 219 99.6% 19

奈良県 81 8 0 8 73 90.1% 37

和歌山県 97 4 2 2 93 97.9% 32

鳥取県 55 0 0 0 55 100.0% 1

島根県 88 0 0 0 88 100.0% 1

岡山県 155 4 2 2 151 98.7% 29

広島県 197 15 3 12 182 93.9% 34

山口県 133 4 3 1 129 99.2% 21

徳島県 58 0 0 0 58 100.0% 1

香川県 92 11 0 11 81 88.0% 38

愛媛県 116 18 16 2 98 98.3% 31

高知県 51 7 7 0 44 100.0% 1

福岡県 350 12 9 3 338 99.1% 23

佐賀県 84 26 20 6 58 92.9% 35

長崎県 124 14 14 0 110 100.0% 1

熊本県 131 1 1 0 130 100.0% 1

大分県 130 0 0 0 130 100.0% 1

宮崎県 74 10 1 9 64 87.8% 39

鹿児島県 132 0 0 0 132 100.0% 1

沖縄県 127 0 0 0 127 100.0% 1

合計 8,270 884 208 676 7,386 91.8%
( )内は昨年度の値 (8,374) (1,018) (162) (856) (7,356) (89.8.%)

公立高等学校の屋内運動場等における吊り天井等の落下防止対策状況
（都道府県別）

平成29年4月1日現在

都道府県名
吊り天井の
対策実施率 対策実施率

順位

吊り天井を有する棟数
（※1）

吊り天井を有していない
棟数（H28年度に吊り天
井を撤去した棟数を含
む）

対策実施済みの棟数
（※2）

対策未実施の棟数
（一部未実施含む）

※1 屋内運動場等（屋内体育館・武道場・講堂・屋内プール）のうち、高さが6mを超える吊り天井または、水平投影面積が200㎡を超える
吊り天井を有するもの
※2 吊り天井・照明・バスケットゴールの全てについて、落下防止対策を実施したもの
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全棟数

A=B+E B=C+D C D E (C+E)/A

北海道 88 3 3 0 85 100.0% 1

青森県 19 0 0 0 19 100.0% 1

岩手県 19 5 0 5 14 73.7% 47

宮城県 28 1 1 0 27 100.0% 1

秋田県 14 7 5 2 7 85.7% 45

山形県 11 0 0 0 11 100.0% 1

福島県 13 1 0 1 12 92.3% 44

茨城県 26 1 1 0 25 100.0% 1

栃木県 17 0 0 0 17 100.0% 1

群馬県 25 2 1 1 23 96.0% 41

埼玉県 55 0 0 0 55 100.0% 1

千葉県 57 2 2 0 55 100.0% 1

東京都 65 12 12 0 53 100.0% 1

神奈川県 59 8 8 0 51 100.0% 1

新潟県 30 3 1 2 27 93.3% 43

富山県 18 4 4 0 14 100.0% 1

石川県 16 0 0 0 16 100.0% 1

福井県 12 1 1 0 11 100.0% 1

山梨県 12 0 0 0 12 100.0% 1

長野県 19 8 8 0 11 100.0% 1

岐阜県 26 5 5 0 21 100.0% 1

静岡県 25 0 0 0 25 100.0% 1

愛知県 45 11 4 7 34 84.4% 46

三重県 16 0 0 0 16 100.0% 1

滋賀県 14 1 1 0 13 100.0% 1

京都府 21 0 0 0 21 100.0% 1

大阪府 49 1 1 0 48 100.0% 1

兵庫県 48 4 4 0 44 100.0% 1

奈良県 14 1 1 0 13 100.0% 1

和歌山県 12 0 0 0 12 100.0% 1

鳥取県 15 0 0 0 15 100.0% 1

島根県 13 0 0 0 13 100.0% 1

岡山県 15 1 1 0 14 100.0% 1

広島県 20 2 1 1 18 95.0% 42

山口県 12 0 0 0 12 100.0% 1

徳島県 10 0 0 0 10 100.0% 1

香川県 8 1 1 0 7 100.0% 1

愛媛県 10 0 0 0 10 100.0% 1

高知県 11 0 0 0 11 100.0% 1

福岡県 44 2 1 1 42 97.7% 40

佐賀県 8 1 1 0 7 100.0% 1

長崎県 14 1 1 0 13 100.0% 1

熊本県 23 1 1 0 22 100.0% 1

大分県 20 0 0 0 20 100.0% 1

宮崎県 12 0 0 0 12 100.0% 1

鹿児島県 22 0 0 0 22 100.0% 1

沖縄県 15 0 0 0 15 100.0% 1

合計 1,145 90 70 20 1,055 98.3%
( )内は昨年度の値 (1,139) (91) (42) (49) (1,048) (95.7.%)

※1 屋内運動場等（屋内体育館・武道場・講堂・屋内プール）のうち、高さが6mを超える吊り天井または、水平投影面積が200㎡を超える
吊り天井を有するもの
※2 吊り天井・照明・バスケットゴールの全てについて、落下防止対策を実施したもの

公立特別支援学校の屋内運動場等における吊り天井等の落下防止対策状況
（都道府県別）

平成29年4月1日現在

都道府県名
吊り天井の
対策実施率 対策実施率

順位

吊り天井を有する棟数
（※1）

吊り天井を有していない
棟数（H28年度に吊り天
井を撤去した棟数を含
む）

対策実施済みの棟数
（※2）

対策未実施の棟数
（一部未実施含む）

資料７



 



平成２９年７月２８日

学校施設の維持管理に関するフォローアップ調査の結果について

公立学校施設の維持管理に関し、建築基準法及び消防法に基づく点検により是正が必

要と判断された項目について、平成26年度会計実地検査において、早期に是正されてい

ないと指摘を受けた項目のその後の是正状況を取りまとめましたのでお知らせします。

１．経 緯

◉ 学校施設の管理者は、建築基準法及び消防法の規定に基づく法定点検の結果、是正が

必要と判断された項目（以下「要是正項目」）を早期に是正し、学校施設を常に健全

な状態に維持することが必要です。

◉ しかしながら、平成２６年度会計実地検査（以下「会計検査」）において、要是正項

目が早期に是正されていないことが明らかとなったことを受け、是正されていなかっ

た要是正項目（以下「未是正項目」）のその後の是正状況について、この度、フォロ

ーアップ調査を実施しました。

２．調査内容

会計検査※１で指摘のあった、平成26年４月１日時点の未是正項目について、平成28年

12月１日時点及び今後概ね５年以内※２の是正状況を調査

※１ 平成26年４月時点で20府県の616市町村が管理している公立小中学校12,537校から抽出した8,408校を対象と

して、平成21年度から24年度までの間の建築基準法及び消防法の規定に基づく点検の実施状況及び要是正項

目の是正状況を検査

※２ 平成28年12月２日から平成34年３月31日

３．調査結果の概要

1）建築基準法点検における未是正項目数と是正（進捗）率

【平成26年４月１日時点】 【平成28年12月１日時点】 【平成34年３月31日時点】

１６,４４４件 → １０,４９７件（３６.２％）→ ７,３９４件（５５.０％）

2) 消防法点検における未是正項目数と是正（進捗）率

【平成26年４月１日時点】 【平成28年12月１日時点】 【平成34年３月31日時点】

１０,１１６件 → ３,６４４件（６４.０％）→ １,３３９件（８６.８％）

注：（ ）内の数値（％）は、是正（進捗）率を示す

（案）
扱 い（解禁時間）
ﾃﾚﾋﾞ･ﾗｼﾞｵ 平成29年７月28日 17:00
新 聞 平成29年７月29日付 朝 刊



４．今後の対応

◉ 各学校の設置者に対し、建築基準法点検及び消防法点検の結果、要是正事項とされた

事項の早期かつ計画的な取組を一層推進するよう要請

◉ 各種会議や研修会等において、学校施設の適切な維持管理について継続的に周知

＜担当＞ 大臣官房文教施設企画部施設企画課

施設企画課長 山 川 昌 男（内線2286）

課 長 補 佐 平 野 正 幸（内線2592）

電話：03－5253－4111（代表）03－6734－2292（直通）



別 添

平成29年７月28日

文 部 科 学 省

学校施設の維持管理状況に関するフォローアップ調査について

１．経 緯

・学校施設の管理者は、建築基準法及び消防法の規定に基づき、学校の施設・設備につ

いて、定期的な点検を実施することが義務付けられており、当該点検の結果、是正が

必要と判断された項目（以下「要是正項目」）については、早期に当該項目を是正し、

学校施設を常に健全な状態に維持することが必要である。

・しかしながら、平成26年度会計実地検査※１（以下「会計検査」）において、要是正項

目が早期に是正されていないことが明らかとなり、改善処置要求がなされた。このこ

とを受け、文部科学省では、学校の設置者に対し、点検の実施及び要是正項目の早期

是正について要請※２した。

※１ 詳細は平成26年度決算検査報告を参照
（http://report.jbaudit.go.jp/org/h26/2014-h26-0159-0.htm）

※２ 学校施設の維持管理の徹底について（通知）（平成27年10月30日付け27文科施第375号）
（http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/maintenance/1369028.htm）

学校施設施設における維持管理点検状況調査の結果及び維持管理の徹底について（通知）

（平成29年２月21日付け28文科施第446号）
（http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/1385275.htm）

・これらの状況を踏まえ、会計検査において、平成26年４月１日時点で是正されていな

かった要是正項目（以下「未是正項目」）のその後の是正状況について、この度、フ

ォローアップ調査を実施した。

２．調査概要

（1）調査対象

会計検査※３において、公立小中学校施設の要是正項目が早期に是正されていない

と指摘を受けた市町村（以下「調査対象市町村」）

【参考１－１，１－２】
※３ 会計検査院は、平成26年４月時点で20府県の616市町村が管理している公立小中学校12,537校から

抽出した8,408校を対象として、平成21年度から24年度までの間の建築基準法及び消防法の規定に基

づく点検の実施状況及び要是正項目の是正状況について検査

（2）調査内容

・平成21年度から24年度までの間に行われた建築基準法の規定に基づく点検（以下「建

築基準法点検」）及び消防法の規定に基づく点検（以下「消防法点検」）による要是

正項目のうち、会計検査において平成26年４月１日時点で未是正であると指摘され

た項目の平成28年12月１日時点及び今後概ね５年以内※４の是正状況（予定を含む）
※４ 平成28年12月２日から平成34年３月31日までの間

・建築基準法点検及び消防法点検において、是正が必要と判断された時点が異なる同

一箇所・同一項目の複数の要是正項目は１件として集計



３．調査結果

（1）調査概要

・建築基準法点検及び消防法点検における未是正項目の是正状況は、下表のとおり。

［ 未是正項目の是正状況 ］

種 別 建築基準法点検 消防法点検

H34.３.31 H34.３.31時 点 H26.４.１ H28.12.１ H26.４.１ H28.12.１（予定） （予定）

未是正項目数 16,444 10,497 7,394 10,116 3,644 1,339
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ）

進捗(是正)率 36.2％ 55.0％ 64.0％ 86.8％
(Ａ－Ｂ）/Ａ (Ａ－Ｃ）/Ａ (Ｄ－Ｅ）/Ｄ (Ｄ－Ｆ）/Ｄ

・平成28年12月１日時点での未是正項目数は、建築基準法点検では10,497件で進捗（是

正）率は４割弱、消防法点検では3,644件で進捗（是正）率は６割強となった。

・消防法点検における未是正項目の進捗（是正）率が、概ね５年以内に是正予定であ

る件数を含めると８割を超える一方、建築基準法点検における未是正項目の進捗（是

正）率は、概ね５年以内に是正予定である件数を含めても５割強に留まっており、

５割弱は、是正時期が未定となっている。

・平成28年12月１日時点で未是正である理由は、「域内の全未是正項目の中での優先

順位が低く、将来的な改修工事と併せて是正することとしているため」や「是正に

係る予算確保の目途がないため」等が報告されている。

・なお、未是正項目としては、外壁塗装の劣化、金属の錆、天井の雨染み、屋上排水

口の目詰まり、消火栓表示の不具合等があげられ、著しく保安上危険である項目は

少ないと考えられる。

［未是正項目の例］

外壁金属パネルの錆 消火栓表示の不具合

（2）調査結果

・会計検査（平成26年４月時点）において未是正だった項目の平成28年12月時点の是

正状況（建築基準法点検）【別紙１】

・今後概ね５年以内における未是正項目の是正予定（建築基準法点検）【別紙２】

・会計検査（平成26年４月時点）において未是正だった項目の平成28年12月時点の是

正状況（消防法点検）【別紙３】

・今後概ね５年以内における未是正項目の是正予定（消防法点検）【別紙４】



４．文部科学省の対応方策

・各学校の設置者に対し、建築基準法点検及び消防法点検の結果、要是正項目とされた

事項の早期かつ計画的な取組を一層推進するよう要請

・各種会議や研修会等において、学校施設の適切な維持管理について継続的に周知



別 紙 １

市町村数
公立小中
学 校 数

未是正
項目数

Ａ

市町村数
公立小中
学 校 数

未是正
項目数

Ｂ

秋 田 県 13 135 694 13 115 523 24.6%

山 形 県 26 106 593 23 91 490 17.4%

茨 城 県 24 279 2,400 24 223 1,381 42.5%

群 馬 県 17 151 1,122 13 111 735 34.5%

千 葉 県 36 443 3,517 34 374 2,223 36.8%

神 奈 川 県 7 124 997 7 112 807 19.1%

富 山 県 1 33 394 1 33 350 11.2%

福 井 県 15 109 450 13 81 295 34.4%

愛 知 県 5 140 1,325 4 115 662 50.0%

京 都 府 1 33 528 1 14 51 90.3%

大 阪 府 15 236 2,952 15 208 2,165 26.7%

岡 山 県 2 14 24 1 8 10 58.3%

広 島 県 8 69 415 8 61 216 48.0%

徳 島 県 1 22 245 1 21 198 19.2%

香 川 県 10 92 318 10 52 136 57.2%

高 知 県 1 29 236 1 20 89 62.3%

佐 賀 県 1 12 70 1 10 45 35.7%

大 分 県 4 14 35 2 7 11 68.6%

宮 崎 県 2 18 125 1 16 110 12.0%

鹿 児 島 県 1 2 4 0 0 0 100.0%

計 190 2,061 16,444 173 1,672 10,497 36.2%

※ 会計検査院は、平成26年４月時点で20府県にある公立小中学校8,408校を抽出し、建築基準法及び消防法の規定に基づく
　 点検の実施状況及び要是正項目の是正状況について検査

会計検査（平成26年４月時点）において未是正だった項目の平成28年12月時点の是
正状況（建築基準法点検）

府 県 名
進捗(是正)率

（Ａ－Ｂ）／Ａ

未是正項目を有する市町村・公立小中学校数、未是正項目数

平成26年４月１日 時点 平成28年12月１日 時点



別 紙 ２

秋 田 県 523 130 393

山 形 県 490 59 431

茨 城 県 1,381 426 955

群 馬 県 735 90 645

千 葉 県 2,223 828 1,395

神奈川県 807 174 633

富 山 県 350 190 160
福 井 県 295 74 221

愛 知 県 662 350 312
京 都 府 51 51 0
大 阪 府 2,165 397 1,768

岡 山 県 10 10 0
広 島 県 216 133 83
徳 島 県 198 16 182
香 川 県 136 136 0
高 知 県 89 11 78
佐 賀 県 45 17 28
大 分 県 11 11 0
宮 崎 県 110 0 110
鹿児島県 0 0 0

計 10,497 3,103 7,394

宮崎市(110)

広島市(51)、呉市(5)、庄原市(5)、大竹市(6)、東広島市(16)

徳島市(182)

高知市(78)

佐賀市(28)

能代市(13)、横手市(7)、大館市(202)、男鹿市(7)、湯沢市(32)、
由利本荘市(32)、潟上市(6)、大仙市(8)、北秋田市(29)、にかほ
市(20)、仙北市(20)、羽後町(17)

山形市(185)、米沢市(69)、上山市(3)、村山市(11)、天童市
(14)、東根市(9)、尾花沢市(41)、山辺町(5)、河北町(41)、大石
田町(2)、高畠町(1)、川西町(7)、小国町(1)、白鷹町(7)、庄内町
(19)、鮭川村(7)、戸沢村(9)

土浦市(37)、石岡市(78)、結城市(24)、龍ケ崎市(162)、常総市
(133)、笠間市(13)、取手市(2)、つくば市(27)、鹿嶋市(45)、守
谷市(94)、常陸大宮市(6)、那珂市(93)、稲敷市(47)、神栖市
(57)、大子町(43)、阿見町(24)、八千代町(32)、利根町(8)、東海
村(21)、美浦村(9)

高崎市(137)、太田市(182)、沼田市(1)、館林市(66)、渋川市
(222)、吉岡町(5)、草津町(4)、みなかみ町(10)、明和町(4)、千
代田町(12)、昭和村(2)

千葉市(127)、銚子市(27)、市川市(62)、船橋市(111)、館山市
(1)、松戸市(15)、野田市(93)、茂原市(99)、成田市(8)、佐倉市
(122)、旭市(8)、習志野市(184)、我孫子市(57)、鴨川市(16)、鎌
ケ谷市(11)、君津市(99)、富津市(9)、袖ケ浦市(23)、八街市
(6)、印西市(157)、富里市(30)、南房総市(5)、匝瑳市(19)、香取
市(38)、山武市(2)、いすみ市(32)、酒々井町(20)、神崎町(6)、
横芝光町(2)、睦沢町(6)

川崎市(132)、相模原市(74)、鎌倉市(8)、藤沢市(158)、茅ヶ崎市
(73)、厚木市(95)、大和市(93)

富山市(160)

福井市(50)、小浜市(61)、大野市(5)、勝山市(32)、鯖江市(4)、
坂井市(35)、永平寺町(1)、池田町(8)、南越前町(3)、越前町
(14)、若狭町(8)

名古屋市(164)、豊橋市(4)、岡崎市(41)、春日井市(103)

堺市(53)、吹田市(28)、泉大津市(92)、高槻市(57)、河内長野市
(249)、大東市(374)、柏原市(77)、高石市(32)、藤井寺市(57)、
東大阪市(694)、四條畷市(4)、熊取町(26)、岬町(25)

今後概ね５年以内における未是正項目の是正予定（建築基準法点検）

概ね５年以内：平成28年12月２日から平成34年３月31日までの間

府 県 名

平成28年
12月１日
時点の未
是正項目
数

概ね５年
以内に是
正予定が
ある未是
正項目数

是正時期
が未定の
未是正項
目数

是正時期が未定の未是正項目を有する市町村

　　　　（　）内の数値は、各市町村における是正時期が未定である
　　　　　未是正項目数



別 紙 ３

市町村数
公立小中
学 校 数

未是正
項目数

Ａ

市町村数
公立小中
学 校 数

未是正
項目数

Ｂ

秋 田 県 14 74 182 4 8 12 93.4%

山 形 県 16 71 194 6 26 67 65.5%

茨 城 県 32 351 1,218 23 149 329 73.0%

群 馬 県 13 101 676 5 31 470 30.5%

千 葉 県 32 442 2,037 25 263 854 58.1%

神 奈 川 県 21 236 656 13 54 115 82.5%

富 山 県 9 43 87 3 8 13 85.1%

福 井 県 11 80 495 5 34 66 86.7%

愛 知 県 31 228 603 15 67 161 73.3%

京 都 府 15 170 481 13 73 122 74.6%

大 阪 府 25 387 2,032 19 161 1,115 45.1%

岡 山 県 7 38 75 2 2 4 94.7%

広 島 県 13 43 64 2 2 2 96.9%

徳 島 県 12 88 168 4 48 81 51.8%

香 川 県 10 106 481 6 43 132 72.6%

高 知 県 7 70 202 4 35 59 70.8%

佐 賀 県 8 44 140 2 12 31 77.9%

大 分 県 10 55 128 0 0 0 100.0%

宮 崎 県 6 26 135 2 4 4 97.0%

鹿 児 島 県 8 33 62 3 4 7 88.7%

計 300 2,686 10,116 156 1,024 3,644 64.0%

※ 会計検査院は、平成26年４月時点で20府県にある公立小中学校8,408校を抽出し、建築基準法及び消防法の規定に基づく
　 点検の実施状況及び要是正項目の是正状況について検査

府 県 名

会計検査（平成26年４月時点）において未是正だった項目の平成28年12月時点の是
正状況（消防法点検）

進捗(是正)率

（Ａ－Ｂ）／Ａ

未是正項目を有する市町村・公立小中学校数、未是正項目数

平成26年４月１日 時点 平成28年12月１日 時点



別 紙 ４

秋 田 県 12 12 0

山 形 県 67 52 15

茨 城 県 329 240 89

群 馬 県 470 470 0

千 葉 県 854 622 232

神奈川県 115 101 14

富 山 県 13 9 4

福 井 県 66 66 0

愛 知 県 161 159 2

京 都 府 122 103 19

大 阪 府 1,115 169 946

岡 山 県 4 4 0

広 島 県 2 2 0

徳 島 県 81 81 0

香 川 県 132 132 0

高 知 県 59 42 17

佐 賀 県 31 30 1

大 分 県 0 0 0

宮 崎 県 4 4 0

鹿児島県 7 7 0

計 3,644 2,305 1,339

高知市(15)、室戸市(2)

伊万里市(1)

河北町(14)、小国町(1)

土浦市(9)、常総市(20)、つくば市(2)、守谷市(2)、常陸大宮市
(5)、那珂市(9)、かすみがうら市(1)、神栖市(3)、小美玉市(3)、
大子町(1)、阿見町(34)

銚子市(3)、船橋市(83)、松戸市(46)、野田市(1)、佐倉市(15)、
旭市(1)、流山市(13)、君津市(5)、富津市(51)、袖ヶ浦市(1)、南
房総市(1)、酒々井町(12)

藤沢市(2)、三浦市(8)、厚木市(1)、南足柄市(1)、湯河原町(2)

黒部市(4)

あま市(2)

舞鶴市(10)、長岡京市(2)、京田辺市(5)、井手町(2)

豊中市(1)、池田市(1)、八尾市(73)、富田林市(52)、寝屋川市
(8)、大東市(633)、和泉市(32)、羽曳野市(64)、藤井寺市(36)、
四條畷市(32)、豊能町(3)、忠岡町(2)、熊取町(9)

今後概ね５年以内における未是正項目の是正予定（消防法点検）

概ね５年以内：平成28年12月２日から平成34年３月31日までの間

府 県 名

平成28年
12月１日
時点の未
是正項目
数

概ね５年
以内に是
正予定が
ある未是
正項目数

是正時期
が未定の
未是正項
目数

是正時期が未定の未是正項目を有する市町村

　　　　（　）内の数値は、各市町村における是正時期が未定である
　　　　　未是正項目数



調査対象市町村（建築基準法点検） 

府 県 名 市町村数 市 町 村 名 
秋 田 県  １３ 能代市、横手市、大館市、男鹿市、湯沢市、鹿角市、由利本荘市、潟上市、大仙

市、北秋田市、にかほ市、仙北市、羽後町 

山 形 県  ２６ 山形市、米沢市、鶴岡市、新庄市、寒河江市、上山市、村山市、長井市、天童市、

東根市、尾花沢市、南陽市、山辺町、河北町、西川町、大石田町、最上町、高畠

町、川西町、小国町、白鷹町、三川町、庄内町、遊佐町、鮭川村、戸沢村 

茨 城 県  ２４ 土浦市、石岡市、結城市、龍ケ崎市、常総市、常陸太田市、笠間市、取手市、牛

久市、つくば市、鹿嶋市、潮来市、守谷市、常陸大宮市、那珂市、筑西市、稲敷

市、神栖市、大子町、阿見町、八千代町、利根町、東海村、美浦村 

群 馬 県  １７ 前橋市、高崎市、桐生市、太田市、沼田市、館林市、渋川市、みどり市、吉岡町、

神流町、甘楽町、草津町、みなかみ町、明和町、千代田町、高山村、昭和村 

千 葉 県  ３６ 千葉市、銚子市、市川市、船橋市、館山市、松戸市、野田市、茂原市、成田市、

佐倉市、旭市、習志野市、我孫子市、鴨川市、鎌ケ谷市、君津市、富津市、浦安

市、袖ケ浦市、八街市、印西市、富里市、南房総市、匝瑳市、香取市、山武市、

いすみ市、酒々井町、神崎町、多古町、東庄町、芝山町、横芝光町、一宮町、睦

沢町、大多喜町 

神奈川県   ８ 横浜市、川崎市、相模原市、鎌倉市、藤沢市、茅ヶ崎市、厚木市、大和市 

富 山 県   １ 富山市 

福 井 県  １５ 福井市、小浜市、大野市、勝山市、鯖江市、あわら市、越前市、坂井市、永平寺

町、池田町、南越前町、越前町、高浜町、おおい町、若狭町 

愛 知 県   ５ 名古屋市、豊橋市、岡崎市、春日井市、豊田市 

京 都 府   １ 京都市 

大 阪 府  １６ 堺市、吹田市、泉大津市、高槻市、貝塚市、河内長野市、松原市、大東市、柏原

市、高石市、藤井寺市、東大阪市、四條畷市、交野市、熊取町、岬町 

岡 山 県   ２ 倉敷市、津山市 
広 島 県   ８ 広島市、呉市、尾道市、福山市、庄原市、大竹市、東広島市、廿日市市 
徳 島 県   １ 徳島市 
香 川 県  １０ 高松市、丸亀市、坂出市、善通寺市、観音寺市、さぬき市、小豆島町、三木町、

綾川町、琴平町 
高 知 県   １ 高知市 
佐 賀 県   １ 佐賀市 
大 分 県   ４ 中津市、日田市、佐伯市、宇佐市 
宮 崎 県   ２ 宮崎市、都城市 
鹿児島県   １ 鹿児島市 

計 １９２  
 

参考１－１ 



調査対象市町村（消防法点検） 

府 県 名 市町村数 市 町 村 名 
秋 田 県 １４ 秋田市、男鹿市、湯沢市、鹿角市、由利本荘市、潟上市、北秋田市、にかほ市、

仙北市、三種町、八峰町、八郎潟町、美郷町、羽後町 
山 形 県  １８ 山形市、米沢市、酒田市、新庄市、上山市、長井市、天童市、東根市、尾花沢市、

南陽市、山辺町、河北町、西川町、大江町、大石田町、高畠町、小国町、白鷹町 
茨 城 県 ３５ 水戸市、日立市、土浦市、古河市、石岡市、龍ケ崎市、下妻市、常総市、高萩市、

取手市、牛久市、つくば市、ひたちなか市、鹿嶋市、潮来市、守谷市、常陸大宮
市、那珂市、筑西市、坂東市、稲敷市、かすみがうら市、桜川市、神栖市、行方
市、鉾田市、つくばみらい市、小美玉市、茨城町、大洗町、大子町、阿見町、河
内町、五霞町、東海村 

群 馬 県  １３ 前橋市、高崎市、桐生市、伊勢崎市、太田市、沼田市、館林市、渋川市、藤岡市、
甘楽町、中之条町、草津町、嬬恋村 

千 葉 県  ３３ 千葉市、銚子市、市川市、船橋市、松戸市、野田市、茂原市、成田市、佐倉市、
東金市、旭市、習志野市、柏市、勝浦市、市原市、流山市、八千代市、我孫子市、
鎌ケ谷市、君津市、富津市、浦安市、四街道市、袖ケ浦市、八街市、印西市、白
井市、南房総市、匝瑳市、香取市、山武市、いすみ市、酒々井町 

神奈川県  ２２ 横浜市、川崎市、横須賀市、平塚市、藤沢市、小田原市、三浦市、秦野市、厚木
市、大和市、伊勢原市、座間市、南足柄市、葉山町、寒川町、大磯町、大井町、
松田町、開成町、箱根町、湯河原町、愛川町 

富 山 県  １０ 高岡市、魚津市、氷見市、黒部市、砺波市、南砺市、射水市、上市町、立山町、
朝日町 

福 井 県  １７ 福井市、敦賀市、小浜市、大野市、勝山市、鯖江市、あわら市、越前市、坂井市、
永平寺町、池田町、南越前町、越前町、美浜町、高浜町、おおい町、若狭町 

愛 知 県  ４３ 名古屋市、豊橋市、岡崎市、一宮市、瀬戸市、半田市、春日井市、豊川市、津島
市、碧南市、刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、蒲郡市、犬山市、常滑市、江南
市、小牧市、稲沢市、新城市、知立市、高浜市、豊明市、日進市、田原市、愛西
市、北名古屋市、弥富市、みよし市、あま市、長久手市、東郷町、豊山町、大口
町、扶桑町、大治町、蟹江町、阿久比町、東浦町、南知多町、美浜町、武豊町 

京 都 府  １７ 京都市、福知山市、舞鶴市、綾部市、亀岡市、向日市、長岡京市、八幡市、京田
辺市、京丹後市、南丹市、木津川市、大山崎町、久御山町、井手町、京丹波町、
相楽東部広域連合 

大 阪 府  ２７ 大阪市、堺市、豊中市、池田市、高槻市、貝塚市、守口市、茨木市、八尾市、泉
佐野市、富田林市、寝屋川市、松原市、大東市、和泉市、箕面市、羽曳野市、高
石市、藤井寺市、東大阪市、四條畷市、交野市、大阪狭山市、豊能町、忠岡町、
熊取町、千早赤阪村 

岡 山 県  １２ 岡山市、津山市、玉野市、笠岡市、井原市、総社市、瀬戸内市、真庭市、矢掛町、
鏡野町、美咲町、笠岡市矢掛町中学校組合 

広 島 県  １４ 広島市、呉市、三原市、尾道市、福山市、三次市、大竹市、東広島市、廿日市市、
安芸高田市、府中町、海田町、熊野町、北広島町 

徳 島 県  １２ 徳島市、鳴門市、小松島市、阿南市、吉野川市、阿波市、美馬市、三好市、石井
町、神山町、藍住町、上板町 

香 川 県  １１ 高松市、丸亀市、坂出市、善通寺市、観音寺市、さぬき市、三豊市、小豆島町、
直島町、まんのう町、三豊市観音寺市学校組合 

高 知 県  １１ 高知市、室戸市、南国市、須崎市、宿毛市、四万十市、香南市、香美市、安田町、
土佐町、芸西村 

佐 賀 県   ９ 佐賀市、唐津市、鳥栖市、多久市、伊万里市、武雄市、小城市、みやき町、玄海
町 

大 分 県  １２ 大分市、別府市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、豊後高田市、宇佐市、豊後
大野市、由布市、国東市、九重町 

宮 崎 県   ９ 都城市、延岡市、串間市、西都市、えびの市、三股町、都農町、美郷町、高千穂
町 

鹿児島県  １４ 鹿児島市、阿久根市、薩摩川内市、いちき串木野市、南さつま市、奄美市、伊佐
市、さつま町、東串良町、錦江町、屋久島町、瀬戸内町、徳之島町、伊仙町 

計 ３５３  
 

参考１－２ 
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避難所となる公立学校施設の防災機能に関する調査の結果について 
 

 
 
１．調査の項目 
・調査対象：全国の公立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校、高等学校、

特別支援学校 
・調査時期：平成 29 年４月１日現在 
・調査内容：以下の３項目について調査を実施しました。 

・防災担当部局との連携・協力体制の構築状況 
・避難所としての指定状況及び学校施設利用計画の策定状況 
・防災機能の保有状況※ 

※児童生徒、職員及び地域住民等が避難し、救援物資が届き始めるまでの段階（生命確保期：避

難直後から数日程度）に必要な防災機能の保有状況について、ハード面の整備状況だけではな

く、ソフト面での取組を含めた保有状況に着目して、調査を実施。 
 
２．調査結果の概要 
・学校設置者のうち、防災担当部局と連携・協力体制が構築されている割合は 95.2％で

した。 

・避難所に指定されている全国の公立学校の割合は 92.1％、学校施設利用計画の策定状

況の割合は 39.7％でした。  

・避難所に指定されている学校のうち、各防災機能を保有する学校数の割合は、以下の

とおりでした。 

 備蓄：72.0％ 飲料水：66.4％ 電力：53.4％ 通信：77.2％ 断水時のトイレ：49.5％ 

 

 

文部科学省では、学校施設における防災機能の向上の観点から、避難所となる全国の

公立学校施設の防災機能の保有状況等について調査し、結果を取りまとめましたので、

公表します。 

※「「熊本地震の被害を踏まえた学校施設の整備について」緊急提言（平成 28 年 7 月 熊本地震の被害を踏まえ

た学校施設の整備に関する検討会）」を受けて、これまで、国立教育政策研究所文教施設研究センターにて実施

していた「避難所となる学校施設の防災機能に関する調査」の内容を一部変更し、文部科学省において実施し

たものです。 



 

 

 

 

３．今後の推進方策 

・地方公共団体において、引き続き、避難所機能の確保のための連携・協力体制の整備

及び防災機能強化の取組等を推進するよう通知を発出予定です。 

・また、本調査結果や緊急提言等を踏まえ、地方公共団体が、学校施設の防災機能の強

化を図るため必要な施設設備等の整備を進められるよう、学校施設予算のみならず、

関係府省庁における関係予算も含め、必要な予算を関係府省庁とともに確保していき

ます。 

 

 

【参考】「熊本地震の被害を踏まえた学校施設の整備について」緊急提言（抜粋） 

第３章 今後の推進方策（国に関連するもの） 

（３）防災機能強化のための連携促進等 

○ 文部科学省は、内閣府・総務省消防庁・国土交通省等の関係府省との連携を深化するとともに、地方

公共団体において、関係者の適切な協力体制が整備され、各学校における防災機能強化の取組が促進さ

れるよう、要請していく必要がある。 

○ 国は、地方公共団体等が、学校施設の防災機能の強化を図るために必要な施設設備等の整備を進めら

れるよう、学校施設予算のみならず、防災、下水道、情報通信関連等の関係行政分野において、多様な

予算を確保し、積極的に財政支援を図っていく必要がある。 

（４）学校施設の防災機能に関する優れた事例の普及啓発 

○ 文部科学省は、引き続き避難所となる学校施設の防災機能について実態を把握するとともに、学校施

設の防災機能強化に関する優れた事例を収集し、研修会等を通じ、学校設置者等に対し広く普及啓発を

図っていく必要がある。 

 

 

 

＜担当＞ 大臣官房文教施設企画部施設企画課防災推進室 

  室 長  深 堀 直 人（内線 2988） 

  室 長 補 佐  木 村 哲 治（内線 3688） 

施設防災企画係長  三 好 立 志（内線 3184） 

   電話：03－5253－4111（代表） 

      03－6734－2235（直通） 
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避難所となる公立学校施設の防災機能に関する調査の結果について 

 

１．地域防災計画や防災マニュアル等における防災担当部局との連携・協力体制の構築状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．避難所に指定されている学校数 

 

 

３．避難所に指定されている学校における学校施設利用計画の策定状況 

 

全国の
公立

学校数
（校）

避難所
指定

学校数
（校）

割合
（％）

全国の
公立

学校数
（校）

避難所
指定

学校数
（校）

割合
（％）

全国の
公立

学校数
（校）

避難所
指定

学校数
（校）

割合
（％）

全国の
公立

学校数
（校）

避難所
指定

学校数
（校）

割合※３

（％）

92.1
(90.5)

特別支援学校 計

2,764 77.1

小中学校※１ 高等学校※２

1,046 462 33,638 30,994避難所指定学校※４ 29,006 27,768 95.7 44.23,586

※１ ： 義務教育学校・中等教育学校（前期課程）を含む

※２ ： 中等教育学校（後期課程）を含む

※３ ： （　）内は、平成27年5月の数値

※４ ： 災害対策基本法に基づく指定が行われていない場合は、従来の地域防災計画に基づく「避難所」を含む

避難所
指定

学校数
（校）

利用計画
策定済み
学校数
（校）

スペースを
設定してい
る学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数
（校）

利用計画
策定済み
学校数
（校）

スペースを
設定してい
る学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数
（校）

利用計画
策定済み
学校数
（校）

スペースを
設定してい
る学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数
（校）

利用計画
策定済み
学校数
（校）

スペースを
設定してい
る学校数

（校）

割合
（％）

27,768 － 39.6 2,764 － 39.3 462 － 47.8 30,994 － 39.7

うち 要配慮者に配慮した

　　  スペースを設定※６ 6,920 62.9 420 38.7 94 42.5 7,434 60.4

うち プライバシーに配慮した

　　  スペースを設定※６ 7,040 64.0 324 29.9 71 32.1 7,435 60.4
－ － － －

計

11,001 1,085 221 12,307

施設利用計画策定済み※５

小中学校※１ 高等学校※２ 特別支援学校

（参考）学校施設利用計画とは、災害時、地域住民の誘導から避難所となる学校施設の学校再開までのプロセスを通じ、学校施設の円滑で効果的な利用のため、校舎及び屋内運動場、校庭等をどのように活用するか定めた計画

※１ ： 義務教育学校・中等教育学校（前期課程）を含む

※２ ： 中等教育学校（後期課程）を含む

※５ ： 割合は、避難所指定されている学校数に対する数値

※６ ： 割合は、施設利用計画策定済みの学校数に対する数値

公立学校 
設置者数 
1,810 

連携・協力体制を構築している 

（予定を含む）    95.2% 

①

79.2%

7.7%

5.8%

2.5% 4.8%

① 

② 

③ 

④ ⑤ 

別 紙 

設置者数
（者）

割合
（％）

1,810 －

1,724 95.2

①地域防災計画等でそれぞれの役割を
　 明確化している

1,434 79.2

②現在、地域防災計画等でそれぞれの役割を
　 明確化することを検討している

140 7.7

③現在、地域防災計画等でそれぞれの役割を
　 明確化できていないが、今後明確化する予定

104 5.8

④上記以外 46 2.5

86 4.8⑤連携・協力体制を構築していない

全 国 の 公 立 学 校 設 置 者

連携・協力体制を構築している（予定を含む）

me-oku
四角形
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４．避難所に指定されている学校の防災機能の保有状況 

児童生徒、職員及び地域住民等が避難し、救援物資が届き始めるまでの段階（生命確保期：避難直後から数日程度）
に必要な防災機能の保有状況について、ハード面の整備状況だけではなく、ソフト面での取組を含めた保有状況に着目
して調査を実施した。 

 

【参考】 

 

避難所
指定

学校数
（校）

保有
学校数
（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数
（校）

保有
学校数
（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数
（校）

保有
学校数
（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数
（校）

保有
学校数
（校）

割合※３

（％）

72.0
(63.7)

66.4
( － )

53.4
(43.9)

77.2
(61.3)

49.5
( － )

78.8 1,736

30,994

20,570

886 32.1 197 42.6 15,339

※３ ： （　）内は、平成27年5月の数値

53.1 1,459 52.8 345 74.7

特別支援学校

54.3 294 63.6

備蓄※７ 63.01,475 53.4 291

2,764 462

断水時のトイレ※11

20,560 74.0

14,732

14,256

計

※９ ： 自家発電設備（可搬発電機を含む）や災害時に使用可能な太陽光発電設備、蓄電池のほか、民間事業者等との協定等により発電機を優先的に使用できる学校を含む

※８ ： 耐震性貯水槽やプールの浄水装置、井戸等を設置している学校のほか、民間事業者等との協定等により飲料水の確保をしている学校やペットボトル等を備蓄している学校を含む

※10 ： 相互通信可能な通信設備のほか、単方向通信のみ可能な通信設備を含む

※11 ： マンホールトイレのほか、プールの水や雨水を洗浄水として使用できるトイレ、携帯トイレ等を確保している学校を含む

※１ ： 義務教育学校・中等教育学校（前期課程）を含む

※２ ： 中等教育学校（後期課程）を含む

22,326

飲料水※８

※７ ： 備蓄倉庫や他の用途と兼用した備蓄スペースを設置している学校のほか、学校の近隣に設置してある学校、民間事業者等との協定等により備蓄体制を確保している学校を含む

18,774 67.6 1,502

小中学校※１ 高等学校※２

16,536

21,887 65.662.8

電力※９

通信※10 303

27,768

23,926

51.3

避難所
指定

学校数
（校）

保有
学校数
（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数
（校）

保有
学校数
（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数
（校）

保有
学校数
（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数
（校）

保有
学校数
（校）

割合
※３

（％）

72.0
(63.7)

59.1
(51.5)

13.0
( － )

66.4
( － )

25.7
( － )

10.5
( － )

30.1
( － )

53.4
(43.9)

50.3
( － )

3.1
( － )

77.2
(61.3)

61.3
(49.0)

15.9
( － )

49.5
( － )

12.6
(10.6)

3.4
( － )

33.5
( － )

32.1 197 42.614,256 51.3 886

1,051

9,615 34.6 631 22.8 144 31.2 10,390

4.8 22 4.8897 3.2 132

うち マンホールトイレを保有

   断水時のトイレ

うち 断水時にプールの水や雨水を洗
　　  浄水として使用できるトイレを保有

うち 携帯トイレや簡易トイレを確保

23,926

うち 相互通信が可能な設備を保有

   通信 62.8 303 65.621,887 78.8 1,736

17,529

15,339

3,744 13.5 123 4.5 31 6.7 3,898

63.1 1,266

うち 単方向通信のみ可能な設備を
　　  保有

4,358 15.7 470 17.0 85

34514,732 53.1 1,459 52.8

うち 協定等により発電設備を
　　  優先して利用可能

うち 自家発電設備を保有
※13

   電力

13,825 49.8 1,413 51.1

907 3.3 46 1.7

3,131 11.3 4.1113

8,494 30.6 694 25.1 148

7,967

1,502 54.3 294

30,994

9,336

23 5.0 3,267

32.0

16,536

339 73.4 15,577

18.4 4,913

6 1.3 959

45.8 218 47.2 19,013

74.7

※13 ： 太陽光発電設備、蓄電池、可搬発電機を含む

※１ ： 義務教育学校・中等教育学校（前期課程）を含む

※２ ： 中等教育学校（後期課程）を含む

※３ ： （　）内は、平成27年5月の数値

注）内数として記載された各項目を重複して保有している学校は、重複して計上せずに、上段の項目にのみ計上している

※12 ： 他の用途と兼用した備蓄スペースを設置している学校を含む

   飲料水

うち 耐震性貯水槽やプールの
　　  浄水装置，井戸等を保有

うち 協定等により飲料水を確保

うち ペットボトル等の備蓄により
　　  飲料水を確保

18,774 67.6

4,0193,800 13.7 178

20,570

7,149 25.7 695 25.1

63.6

6.4 41 8.9

2,764 462

123 26.6

うち 学校の敷地内や建物内に

　　　備蓄倉庫等を保有
※12

うち 協定等により備蓄体制を確保

小中学校
※１

高等学校
※２ 特別支援学校 計

20,560 74.0 1,475 53.4 291 63.0   備蓄 22,326

54.1 18,30716,760 60.4 1,297 46.9 250

27,768

me-oku
四角形
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５．要配慮者の利用が想定される屋内運動場や校舎におけるスロープ等による段差解消・多目的トイレの整備状況 

 

  

要配慮者の
利用が

想定される
学校数
（校）

設置
学校数
（校）

割合
（％）

要配慮者の
利用が

想定される
学校数
（校）

設置
学校数
（校）

割合
（％）

要配慮者の
利用が

想定される
学校数
（校）

設置
学校数
（校）

割合
（％）

要配慮者の
利用が

想定される
学校数
（校）

設置
学校数
（校）

割合
（％）

スロープ等の設置に

よる段差解消※14 15,830 62.0 1,248 56.8 326 83.2 17,404 61.9

多目的トイレを設置 8,554 33.5 787 35.8 234 59.7 9,575 34.1

スロープ等の設置に

よる段差解消※14 12,309 63.8 784 72.5 218 90.5 13,311 64.6

多目的トイレを設置 11,508 59.7 839 77.5 218 90.5 12,565 61.0

392

241

28,115

20,609

小中学校※１ 高等学校※２ 特別支援学校 計

屋内運動場

校舎

※１ ： 義務教育学校・中等教育学校（前期課程）を含む

※２ ： 中等教育学校（後期課程）を含む

※14： 外部から要配慮者が利用する主たる空間までのいずれかの経路について、スロープ等で段差を解消している学校を含む

25,524

19,286

2,199

1,082

me-oku
四角形
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避難所となる公立学校施設の防災機能に関する調査の結果について（補足データ） 

 

 

・避難所に指定されている学校の防災機能の保有状況（都道府県別） 

・要配慮者の利用が想定される屋内運動場や校舎におけるスロープ等による 

段差解消・多目的トイレの整備状況（都道府県別） 

  

me-oku
四角形
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避難所に指定されている学校の防災機能の保有状況 

備蓄に関する防災機能（備蓄倉庫等）を保有する学校数と割合 

 

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

北海道 1,556 1,082 69.5 186 54 29.0 26 9 34.6 1,768 1,145 64.8

青森県 432 255 59.0 48 17 35.4 3 0 0.0 483 272 56.3

岩手県 451 247 54.8 44 5 11.4 3 1 33.3 498 253 50.8

宮城県 562 523 93.1 47 44 93.6 3 3 100.0 612 570 93.1

秋田県 302 102 33.8 47 5 10.6 8 5 62.5 357 112 31.4

山形県 338 208 61.5 42 22 52.4 6 3 50.0 386 233 60.4

福島県 600 255 42.5 63 14 22.2 5 1 20.0 668 270 40.4

茨城県 716 493 68.9 83 83 100.0 15 15 100.0 814 591 72.6

栃木県 478 339 70.9 38 17 44.7 0 0 － 516 356 69.0

群馬県 457 323 70.7 60 24 40.0 13 3 23.1 530 350 66.0

埼玉県 1,211 1,129 93.2 142 92 64.8 34 23 67.6 1,387 1,244 89.7

千葉県 1,157 1,078 93.2 121 120 99.2 25 23 92.0 1,303 1,221 93.7

東京都 1,895 1,866 98.5 155 151 97.4 44 38 86.4 2,094 2,055 98.1

神奈川県 1,211 1,206 99.6 57 57 100.0 24 24 100.0 1,292 1,287 99.6

新潟県 690 502 72.8 82 28 34.1 12 4 33.3 784 534 68.1

富山県 266 130 48.9 42 1 2.4 8 6 75.0 316 137 43.4

石川県 289 231 79.9 44 12 27.3 2 2 100.0 335 245 73.1

福井県 266 222 83.5 14 1 7.1 0 0 － 280 223 79.6

山梨県 243 178 73.3 23 22 95.7 2 2 100.0 268 202 75.4

長野県 525 382 72.8 48 12 25.0 6 4 66.7 579 398 68.7

岐阜県 530 447 84.3 60 19 31.7 14 4 28.6 604 470 77.8

静岡県 736 710 96.5 78 73 93.6 21 19 90.5 835 802 96.0

愛知県 1,330 1,310 98.5 125 100 80.0 18 10 55.6 1,473 1,420 96.4

三重県 485 393 81.0 47 42 89.4 4 3 75.0 536 438 81.7

滋賀県 319 231 72.4 40 1 2.5 3 0 0.0 362 232 64.1

京都府 537 355 66.1 56 23 41.1 16 6 37.5 609 384 63.1

大阪府 1,432 1,272 88.8 137 88 64.2 23 23 100.0 1,592 1,383 86.9

兵庫県 1,077 845 78.5 125 36 28.8 16 9 56.3 1,218 890 73.1

奈良県 295 220 74.6 35 23 65.7 9 5 55.6 339 248 73.2

和歌山県 339 261 77.0 38 34 89.5 3 3 100.0 380 298 78.4

鳥取県 178 99 55.6 13 1 7.7 4 2 50.0 195 102 52.3

島根県 287 189 65.9 30 3 10.0 9 1 11.1 326 193 59.2

岡山県 525 347 66.1 40 35 87.5 4 3 75.0 569 385 67.7

広島県 685 434 63.4 68 14 20.6 6 1 16.7 759 449 59.2

山口県 399 186 46.6 46 14 30.4 4 4 100.0 449 204 45.4

徳島県 248 201 81.0 32 32 100.0 6 6 100.0 286 239 83.6

香川県 218 153 70.2 24 24 100.0 3 3 100.0 245 180 73.5

愛媛県 402 227 56.5 53 32 60.4 5 2 40.0 460 261 56.7

高知県 293 193 65.9 31 31 100.0 7 7 100.0 331 231 69.8

福岡県 1,029 467 45.4 84 18 21.4 21 5 23.8 1,134 490 43.2

佐賀県 249 123 49.4 24 3 12.5 1 1 100.0 274 127 46.4

長崎県 455 167 36.7 51 9 17.6 11 1 9.1 517 177 34.2

熊本県 462 238 51.5 26 4 15.4 0 0 － 488 242 49.6

大分県 333 144 43.2 25 9 36.0 6 3 50.0 364 156 42.9

宮崎県 333 90 27.0 31 8 25.8 3 2 66.7 367 100 27.2

鹿児島県 610 390 63.9 29 16 55.2 4 0 0.0 643 406 63.1

沖縄県 337 117 34.7 30 2 6.7 2 2 100.0 369 121 32.8

合計 27,768 20,560 74.0 2,764 1,475 53.4 462 291 63.0 30,994 22,326 72.0

小中学校
※１

高等学校
※２ 特別支援学校 合計

　※１ ： 義務教育学校・中等教育学校（前期課程）を含む

　※２ ： 中等教育学校（後期課程）を含む

　注）備蓄倉庫や他の用途と兼用した備蓄スペースを設置している学校のほか、学校の近隣に設置してある学校、民間事業者等との協定等により

　　　 備蓄体制を確保している学校を含む
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避難所に指定されている学校の防災機能の保有状況 

飲料水に関する防災機能（耐震性貯水槽等）を保有する学校数と割合 

 

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

北海道 1,556 933 60.0 186 52 28.0 26 11 42.3 1,768 996 56.3

青森県 432 297 68.8 48 21 43.8 3 2 66.7 483 320 66.3

岩手県 451 159 35.3 44 38 86.4 3 3 100.0 498 200 40.2

宮城県 562 528 94.0 47 43 91.5 3 3 100.0 612 574 93.8

秋田県 302 143 47.4 47 12 25.5 8 4 50.0 357 159 44.5

山形県 338 162 47.9 42 17 40.5 6 2 33.3 386 181 46.9

福島県 600 226 37.7 63 12 19.0 5 1 20.0 668 239 35.8

茨城県 716 465 64.9 83 83 100.0 15 15 100.0 814 563 69.2

栃木県 478 332 69.5 38 16 42.1 0 0 - 516 348 67.4

群馬県 457 338 74.0 60 26 43.3 13 5 38.5 530 369 69.6

埼玉県 1,211 1,052 86.9 142 92 64.8 34 21 61.8 1,387 1,165 84.0

千葉県 1,157 1,090 94.2 121 120 99.2 25 24 96.0 1,303 1,234 94.7

東京都 1,895 1,872 98.8 155 155 100.0 44 40 90.9 2,094 2,067 98.7

神奈川県 1,211 1,174 96.9 57 57 100.0 24 24 100.0 1,292 1,255 97.1

新潟県 690 441 63.9 82 22 26.8 12 4 33.3 784 467 59.6

富山県 266 113 42.5 42 22 52.4 8 7 87.5 316 142 44.9

石川県 289 210 72.7 44 9 20.5 2 2 100.0 335 221 66.0

福井県 266 185 69.5 14 0 0.0 0 0 - 280 185 66.1

山梨県 243 174 71.6 23 22 95.7 2 2 100.0 268 198 73.9

長野県 525 381 72.6 48 13 27.1 6 3 50.0 579 397 68.6

岐阜県 530 436 82.3 60 36 60.0 14 9 64.3 604 481 79.6

静岡県 736 648 88.0 78 61 78.2 21 20 95.2 835 729 87.3

愛知県 1,330 853 64.1 125 71 56.8 18 7 38.9 1,473 931 63.2

三重県 485 328 67.6 47 40 85.1 4 3 75.0 536 371 69.2

滋賀県 319 204 63.9 40 1 2.5 3 0 0.0 362 205 56.6

京都府 537 257 47.9 56 13 23.2 16 5 31.3 609 275 45.2

大阪府 1,432 1,162 81.1 137 60 43.8 23 17 73.9 1,592 1,239 77.8

兵庫県 1,077 767 71.2 125 113 90.4 16 11 68.8 1,218 891 73.2

奈良県 295 230 78.0 35 11 31.4 9 5 55.6 339 246 72.6

和歌山県 339 226 66.7 38 29 76.3 3 2 66.7 380 257 67.6

鳥取県 178 37 20.8 13 2 15.4 4 1 25.0 195 40 20.5

島根県 287 208 72.5 30 3 10.0 9 1 11.1 326 212 65.0

岡山県 525 379 72.2 40 30 75.0 4 3 75.0 569 412 72.4

広島県 685 201 29.3 68 8 11.8 6 1 16.7 759 210 27.7

山口県 399 93 23.3 46 8 17.4 4 4 100.0 449 105 23.4

徳島県 248 208 83.9 32 32 100.0 6 6 100.0 286 246 86.0

香川県 218 137 62.8 24 20 83.3 3 3 100.0 245 160 65.3

愛媛県 402 190 47.3 53 20 37.7 5 2 40.0 460 212 46.1

高知県 293 180 61.4 31 31 100.0 7 7 100.0 331 218 65.9

福岡県 1,029 663 64.4 84 24 28.6 21 6 28.6 1,134 693 61.1

佐賀県 249 170 68.3 24 4 16.7 1 1 100.0 274 175 63.9

長崎県 455 80 17.6 51 4 7.8 11 1 9.1 517 85 16.4

熊本県 462 236 51.1 26 6 23.1 0 0 - 488 242 49.6

大分県 333 159 47.7 25 10 40.0 6 3 50.0 364 172 47.3

宮崎県 333 91 27.3 31 13 41.9 3 1 33.3 367 105 28.6

鹿児島県 610 235 38.5 29 14 48.3 4 0 0.0 643 249 38.7

沖縄県 337 121 35.9 30 6 20.0 2 2 100.0 369 129 35.0

合計 27,768 18,774 67.6 2,764 1,502 54.3 462 294 63.6 30,994 20,570 66.4

小中学校
※１ 合計特別支援学校高等学校

※２

※１ ： 義務教育学校・中等教育学校（前期課程）を含む

※２ ： 中等教育学校（後期課程）を含む

注）耐震性貯水槽やプールの浄水装置、井戸等を設置している学校のほか、民間事業者等との協定等により飲料水の確保をしている学校や

ペットボトル等を備蓄している学校を含む
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避難所に指定されている学校の防災機能の保有状況 

電力に関する防災機能（自家発電設備等）を保有する学校数と割合 

 

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

北海道 1,556 503 32.3 186 131 70.4 26 19 73.1 1,768 653 36.9

青森県 432 379 87.7 48 48 100.0 3 3 100.0 483 430 89.0

岩手県 451 254 56.3 44 42 95.5 3 3 100.0 498 299 60.0

宮城県 562 505 89.9 47 47 100.0 3 3 100.0 612 555 90.7

秋田県 302 205 67.9 47 33 70.2 8 6 75.0 357 244 68.3

山形県 338 246 72.8 42 26 61.9 6 3 50.0 386 275 71.2

福島県 600 201 33.5 63 10 15.9 5 4 80.0 668 215 32.2

茨城県 716 369 51.5 83 83 100.0 15 15 100.0 814 467 57.4

栃木県 478 142 29.7 38 19 50.0 0 0 - 516 161 31.2

群馬県 457 157 34.4 60 11 18.3 13 3 23.1 530 171 32.3

埼玉県 1,211 803 66.3 142 74 52.1 34 26 76.5 1,387 903 65.1

千葉県 1,157 812 70.2 121 56 46.3 25 18 72.0 1,303 886 68.0

東京都 1,895 1,649 87.0 155 151 97.4 44 44 100.0 2,094 1,844 88.1

神奈川県 1,211 1,073 88.6 57 54 94.7 24 24 100.0 1,292 1,151 89.1

新潟県 690 368 53.3 82 7 8.5 12 2 16.7 784 377 48.1

富山県 266 170 63.9 42 3 7.1 8 7 87.5 316 180 57.0

石川県 289 96 33.2 44 26 59.1 2 2 100.0 335 124 37.0

福井県 266 118 44.4 14 4 28.6 0 0 - 280 122 43.6

山梨県 243 160 65.8 23 22 95.7 2 2 100.0 268 184 68.7

長野県 525 311 59.2 48 17 35.4 6 3 50.0 579 331 57.2

岐阜県 530 316 59.6 60 56 93.3 14 13 92.9 604 385 63.7

静岡県 736 573 77.9 78 76 97.4 21 21 100.0 835 670 80.2

愛知県 1,330 1,118 84.1 125 36 28.8 18 12 66.7 1,473 1,166 79.2

三重県 485 335 69.1 47 44 93.6 4 4 100.0 536 383 71.5

滋賀県 319 123 38.6 40 10 25.0 3 3 100.0 362 136 37.6

京都府 537 324 60.3 56 29 51.8 16 13 81.3 609 366 60.1

大阪府 1,432 765 53.4 137 30 21.9 23 16 69.6 1,592 811 50.9

兵庫県 1,077 398 37.0 125 101 80.8 16 6 37.5 1,218 505 41.5

奈良県 295 131 44.4 35 4 11.4 9 8 88.9 339 143 42.2

和歌山県 339 215 63.4 38 13 34.2 3 2 66.7 380 230 60.5

鳥取県 178 23 12.9 13 3 23.1 4 0 0.0 195 26 13.3

島根県 287 29 10.1 30 3 10.0 9 2 22.2 326 34 10.4

岡山県 525 133 25.3 40 6 15.0 4 1 25.0 569 140 24.6

広島県 685 246 35.9 68 2 2.9 6 2 33.3 759 250 32.9

山口県 399 50 12.5 46 10 21.7 4 2 50.0 449 62 13.8

徳島県 248 185 74.6 32 26 81.3 6 5 83.3 286 216 75.5

香川県 218 51 23.4 24 24 100.0 3 3 100.0 245 78 31.8

愛媛県 402 266 66.2 53 28 52.8 5 2 40.0 460 296 64.3

高知県 293 145 49.5 31 31 100.0 7 7 100.0 331 183 55.3

福岡県 1,029 383 37.2 84 7 8.3 21 16 76.2 1,134 406 35.8

佐賀県 249 25 10.0 24 21 87.5 1 1 100.0 274 47 17.2

長崎県 455 60 13.2 51 17 33.3 11 7 63.6 517 84 16.2

熊本県 462 43 9.3 26 6 23.1 0 0 - 488 49 10.0

大分県 333 64 19.2 25 1 4.0 6 6 100.0 364 71 19.5

宮崎県 333 108 32.4 31 4 12.9 3 2 66.7 367 114 31.1

鹿児島県 610 58 9.5 29 0 0.0 4 2 50.0 643 60 9.3

沖縄県 337 44 13.1 30 7 23.3 2 2 100.0 369 53 14.4

合計 27,768 14,732 53.1 2,764 1,459 52.8 462 345 74.7 30,994 16,536 53.4

　※１ ： 義務教育学校・中等教育学校（前期課程）を含む

　※２ ： 中等教育学校（後期課程）を含む

小中学校
※１

高等学校
※２ 特別支援学校 合計

　注）自家発電設備（可搬発電機を含む）や災害時に使用可能な太陽光発電設備、蓄電池のほか、民間事業者等との協定等により発電機を優先的に

　使用できる学校を含む

me-oku
四角形
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避難所に指定されている学校の防災機能の保有状況 

通信に関する防災機能（通信設備）を保有する学校数と割合 

 

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

北海道 1,556 1,055 67.8 186 95 51.1 26 17 65.4 1,768 1,167 66.0

青森県 432 369 85.4 48 15 31.3 3 2 66.7 483 386 79.9

岩手県 451 253 56.1 44 3 6.8 3 1 33.3 498 257 51.6

宮城県 562 500 89.0 47 46 97.9 3 3 100.0 612 549 89.7

秋田県 302 158 52.3 47 41 87.2 8 6 75.0 357 205 57.4

山形県 338 269 79.6 42 21 50.0 6 5 83.3 386 295 76.4

福島県 600 350 58.3 63 25 39.7 5 2 40.0 668 377 56.4

茨城県 716 621 86.7 83 64 77.1 15 8 53.3 814 693 85.1

栃木県 478 388 81.2 38 29 76.3 0 0 - 516 417 80.8

群馬県 457 370 81.0 60 42 70.0 13 7 53.8 530 419 79.1

埼玉県 1,211 1,101 90.9 142 103 72.5 34 23 67.6 1,387 1,227 88.5

千葉県 1,157 1,120 96.8 121 99 81.8 25 19 76.0 1,303 1,238 95.0

東京都 1,895 1,882 99.3 155 140 90.3 44 37 84.1 2,094 2,059 98.3

神奈川県 1,211 1,209 99.8 57 57 100.0 24 24 100.0 1,292 1,290 99.8

新潟県 690 574 83.2 82 20 24.4 12 5 41.7 784 599 76.4

富山県 266 167 62.8 42 8 19.0 8 1 12.5 316 176 55.7

石川県 289 238 82.4 44 32 72.7 2 2 100.0 335 272 81.2

福井県 266 188 70.7 14 7 50.0 0 0 - 280 195 69.6

山梨県 243 226 93.0 23 23 100.0 2 2 100.0 268 251 93.7

長野県 525 433 82.5 48 27 56.3 6 2 33.3 579 462 79.8

岐阜県 530 462 87.2 60 11 18.3 14 5 35.7 604 478 79.1

静岡県 736 696 94.6 78 75 96.2 21 14 66.7 835 785 94.0

愛知県 1,330 1,187 89.2 125 84 67.2 18 10 55.6 1,473 1,281 87.0

三重県 485 377 77.7 47 47 100.0 4 4 100.0 536 428 79.9

滋賀県 319 164 51.4 40 7 17.5 3 0 0.0 362 171 47.2

京都府 537 463 86.2 56 52 92.9 16 14 87.5 609 529 86.9

大阪府 1,432 1,113 77.7 137 76 55.5 23 15 65.2 1,592 1,204 75.6

兵庫県 1,077 868 80.6 125 66 52.8 16 9 56.3 1,218 943 77.4

奈良県 295 235 79.7 35 8 22.9 9 1 11.1 339 244 72.0

和歌山県 339 248 73.2 38 20 52.6 3 3 100.0 380 271 71.3

鳥取県 178 96 53.9 13 11 84.6 4 3 75.0 195 110 56.4

島根県 287 185 64.5 30 26 86.7 9 7 77.8 326 218 66.9

岡山県 525 216 41.1 40 28 70.0 4 2 50.0 569 246 43.2

広島県 685 546 79.7 68 25 36.8 6 2 33.3 759 573 75.5

山口県 399 248 62.2 46 46 100.0 4 4 100.0 449 298 66.4

徳島県 248 219 88.3 32 22 68.8 6 5 83.3 286 246 86.0

香川県 218 166 76.1 24 24 100.0 3 3 100.0 245 193 78.8

愛媛県 402 219 54.5 53 41 77.4 5 3 60.0 460 263 57.2

高知県 293 221 75.4 31 23 74.2 7 4 57.1 331 248 74.9

福岡県 1,029 809 78.6 84 42 50.0 21 12 57.1 1,134 863 76.1

佐賀県 249 113 45.4 24 16 66.7 1 1 100.0 274 130 47.4

長崎県 455 201 44.2 51 23 45.1 11 8 72.7 517 232 44.9

熊本県 462 238 51.5 26 10 38.5 0 0 - 488 248 50.8

大分県 333 227 68.2 25 13 52.0 6 2 33.3 364 242 66.5

宮崎県 333 221 66.4 31 18 58.1 3 2 66.7 367 241 65.7

鹿児島県 610 453 74.3 29 14 48.3 4 4 100.0 643 471 73.3

沖縄県 337 225 66.8 30 11 36.7 2 0 0.0 369 236 64.0

合計 27,768 21,887 78.8 2,764 1,736 62.8 462 303 65.6 30,994 23,926 77.2

　注）相互通信可能な通信設備のほか、単方向通信のみ可能な通信設備を含む

　※１ ： 義務教育学校・中等教育学校（前期課程）を含む

　※２ ： 中等教育学校（後期課程）を含む

合計小中学校
※１

高等学校
※２ 特別支援学校

me-oku
四角形
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避難所に指定されている学校の防災機能の保有状況 

断水時のトイレに関する防災機能（マンホールトイレ等）を保有する学校数と割合 

 

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

避難所
指定

学校数

（校）

保有
学校数

（校）

割合
（％）

北海道 1,556 583 37.5 186 15 8.1 26 2 7.7 1,768 600 33.9

青森県 432 115 26.6 48 1 2.1 3 0 0.0 483 116 24.0

岩手県 451 112 24.8 44 4 9.1 3 0 0.0 498 116 23.3

宮城県 562 351 62.5 47 41 87.2 3 3 100.0 612 395 64.5

秋田県 302 13 4.3 47 3 6.4 8 0 0.0 357 16 4.5

山形県 338 159 47.0 42 7 16.7 6 0 0.0 386 166 43.0

福島県 600 103 17.2 63 3 4.8 5 0 0.0 668 106 15.9

茨城県 716 372 52.0 83 49 59.0 15 9 60.0 814 430 52.8

栃木県 478 129 27.0 38 3 7.9 0 0 - 516 132 25.6

群馬県 457 89 19.5 60 1 1.7 13 0 0.0 530 90 17.0

埼玉県 1,211 829 68.5 142 59 41.5 34 14 41.2 1,387 902 65.0

千葉県 1,157 724 62.6 121 63 52.1 25 11 44.0 1,303 798 61.2

東京都 1,895 1,828 96.5 155 118 76.1 44 38 86.4 2,094 1,984 94.7

神奈川県 1,211 1,161 95.9 57 57 100.0 24 24 100.0 1,292 1,242 96.1

新潟県 690 310 44.9 82 4 4.9 12 0 0.0 784 314 40.1

富山県 266 74 27.8 42 0 0.0 8 0 0.0 316 74 23.4

石川県 289 165 57.1 44 8 18.2 2 2 100.0 335 175 52.2

福井県 266 185 69.5 14 0 0.0 0 0 - 280 185 66.1

山梨県 243 143 58.8 23 9 39.1 2 2 100.0 268 154 57.5

長野県 525 232 44.2 48 8 16.7 6 4 66.7 579 244 42.1

岐阜県 530 319 60.2 60 10 16.7 14 3 21.4 604 332 55.0

静岡県 736 392 53.3 78 70 89.7 21 21 100.0 835 483 57.8

愛知県 1,330 1,231 92.6 125 68 54.4 18 5 27.8 1,473 1,304 88.5

三重県 485 405 83.5 47 42 89.4 4 4 100.0 536 451 84.1

滋賀県 319 149 46.7 40 0 0.0 3 0 0.0 362 149 41.2

京都府 537 336 62.6 56 18 32.1 16 9 56.3 609 363 59.6

大阪府 1,432 1,025 71.6 137 60 43.8 23 13 56.5 1,592 1,098 69.0

兵庫県 1,077 616 57.2 125 11 8.8 16 3 18.8 1,218 630 51.7

奈良県 295 136 46.1 35 2 5.7 9 2 22.2 339 140 41.3

和歌山県 339 201 59.3 38 17 44.7 3 1 33.3 380 219 57.6

鳥取県 178 38 21.3 13 0 0.0 4 0 0.0 195 38 19.5

島根県 287 28 9.8 30 2 6.7 9 1 11.1 326 31 9.5

岡山県 525 45 8.6 40 20 50.0 4 0 0.0 569 65 11.4

広島県 685 194 28.3 68 4 5.9 6 0 0.0 759 198 26.1

山口県 399 44 11.0 46 2 4.3 4 4 100.0 449 50 11.1

徳島県 248 137 55.2 32 32 100.0 6 6 100.0 286 175 61.2

香川県 218 93 42.7 24 0 0.0 3 0 0.0 245 93 38.0

愛媛県 402 269 66.9 53 18 34.0 5 4 80.0 460 291 63.3

高知県 293 64 21.8 31 30 96.8 7 6 85.7 331 100 30.2

福岡県 1,029 354 34.4 84 12 14.3 21 4 19.0 1,134 370 32.6

佐賀県 249 27 10.8 24 2 8.3 1 0 0.0 274 29 10.6

長崎県 455 13 2.9 51 2 3.9 11 1 9.1 517 16 3.1

熊本県 462 148 32.0 26 5 19.2 0 0 - 488 153 31.4

大分県 333 115 34.5 25 0 0.0 6 0 0.0 364 115 31.6

宮崎県 333 77 23.1 31 1 3.2 3 0 0.0 367 78 21.3

鹿児島県 610 82 13.4 29 2 6.9 4 0 0.0 643 84 13.1

沖縄県 337 41 12.2 30 3 10.0 2 1 50.0 369 45 12.2

合計 27,768 14,256 51.3 2,764 886 32.1 462 197 42.6 30,994 15,339 49.5

　※１ ： 義務教育学校・中等教育学校（前期課程）を含む

　※２ ： 中等教育学校（後期課程）を含む

小中学校
※１

高等学校
※２ 特別支援学校 合計

　注）マンホールトイレのほか、プールの水や雨水を洗浄水として使用できるトイレ、携帯トイレ等を確保している学校を含む

me-oku
四角形
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要配慮者の利用が想定される屋内運動場や校舎におけるスロープ等による段差解消・多目的トイレの整備状況 

スロープ等による屋内運動場の段差解消 

 

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

北海道 1,435 745 51.9 163 109 66.9 24 16 66.7 1,622 870 53.6

青森県 384 129 33.6 35 15 42.9 3 1 33.3 422 145 34.4

岩手県 382 170 44.5 8 3 37.5 2 2 100.0 392 175 44.6

宮城県 459 296 64.5 43 26 60.5 3 2 66.7 505 324 64.2

秋田県 289 119 41.2 36 24 66.7 8 8 100.0 333 151 45.3

山形県 318 119 37.4 26 6 23.1 6 3 50.0 350 128 36.6

福島県 513 167 32.6 46 23 50.0 4 3 75.0 563 193 34.3

茨城県 640 317 49.5 56 17 30.4 15 14 93.3 711 348 48.9

栃木県 438 204 46.6 27 9 33.3 0 0 － 465 213 45.8

群馬県 410 183 44.6 40 12 30.0 6 5 83.3 456 200 43.9

埼玉県 1,175 849 72.3 109 77 70.6 29 28 96.6 1,313 954 72.7

千葉県 1,139 649 57.0 89 39 43.8 24 22 91.7 1,252 710 56.7

東京都 1,781 877 49.2 115 80 69.6 35 31 88.6 1,931 988 51.2

神奈川県 1,202 858 71.4 12 6 50.0 5 5 100.0 1,219 869 71.3

新潟県 685 384 56.1 82 16 19.5 11 4 36.4 778 404 51.9

富山県 266 139 52.3 41 4 9.8 7 5 71.4 314 148 47.1

石川県 289 212 73.4 43 34 79.1 2 2 100.0 334 248 74.3

福井県 265 144 54.3 13 4 30.8 0 0 － 278 148 53.2

山梨県 228 177 77.6 22 14 63.6 2 2 100.0 252 193 76.6

長野県 472 311 65.9 34 15 44.1 5 5 100.0 511 331 64.8

岐阜県 519 307 59.2 60 10 16.7 14 9 64.3 593 326 55.0

静岡県 679 360 53.0 67 16 23.9 18 12 66.7 764 388 50.8

愛知県 1,270 600 47.2 99 59 59.6 16 13 81.3 1,385 672 48.5

三重県 455 325 71.4 31 23 74.2 4 3 75.0 490 351 71.6

滋賀県 288 258 89.6 40 25 62.5 3 3 100.0 331 286 86.4

京都府 530 396 74.7 44 35 79.5 15 14 93.3 589 445 75.6

大阪府 991 835 84.3 68 36 52.9 15 12 80.0 1,074 883 82.2

兵庫県 967 787 81.4 121 83 68.6 15 15 100.0 1,103 885 80.2

奈良県 283 199 70.3 35 26 74.3 9 8 88.9 327 233 71.3

和歌山県 303 246 81.2 35 32 91.4 3 3 100.0 341 281 82.4

鳥取県 164 131 79.9 12 11 91.7 4 3 75.0 180 145 80.6

島根県 275 146 53.1 22 15 68.2 7 7 100.0 304 168 55.3

岡山県 463 303 65.4 33 23 69.7 4 2 50.0 500 328 65.6

広島県 633 589 93.0 57 46 80.7 5 5 100.0 695 640 92.1

山口県 394 226 57.4 39 31 79.5 3 2 66.7 436 259 59.4

徳島県 234 148 63.2 30 20 66.7 6 6 100.0 270 174 64.4

香川県 206 152 73.8 22 11 50.0 3 2 66.7 231 165 71.4

愛媛県 396 237 59.8 42 20 47.6 4 4 100.0 442 261 59.0

高知県 244 154 63.1 31 21 67.7 7 7 100.0 282 182 64.5

福岡県 1,008 782 77.6 80 20 25.0 20 15 75.0 1,108 817 73.7

佐賀県 228 167 73.2 24 22 91.7 1 0 0.0 253 189 74.7

長崎県 413 212 51.3 50 29 58.0 10 9 90.0 473 250 52.9

熊本県 345 224 64.9 19 16 84.2 0 0 － 364 240 65.9

大分県 321 263 81.9 20 15 75.0 6 5 83.3 347 283 81.6

宮崎県 317 222 70.0 25 24 96.0 3 3 100.0 345 249 72.2

鹿児島県 567 318 56.1 28 26 92.9 4 4 100.0 599 348 58.1

沖縄県 261 194 74.3 25 20 80.0 2 2 100.0 288 216 75.0

合計 25,524 15,830 62.0 2,199 1,248 56.8 392 326 83.2 28,115 17,404 61.9

※１ ： 義務教育学校・中等教育学校（前期課程）を含む

※２ ： 中等教育学校（後期課程）を含む

合計小中学校※１ 高等学校※２ 特別支援学校

me-oku
四角形
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要配慮者の利用が想定される屋内運動場や校舎におけるスロープ等による段差解消・多目的トイレの整備状況 

屋内運動場における多目的トイレの設置 

 

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

北海道 1,435 360 25.1 163 100 61.3 24 13 54.2 1,622 473 29.2

青森県 384 103 26.8 35 9 25.7 3 1 33.3 422 113 26.8

岩手県 382 94 24.6 8 2 25.0 2 2 100.0 392 98 25.0

宮城県 459 220 47.9 43 20 46.5 3 1 33.3 505 241 47.7

秋田県 289 64 22.1 36 18 50.0 8 4 50.0 333 86 25.8

山形県 318 71 22.3 26 5 19.2 6 3 50.0 350 79 22.6

福島県 513 149 29.0 46 9 19.6 4 1 25.0 563 159 28.2

茨城県 640 144 22.5 56 2 3.6 15 5 33.3 711 151 21.2

栃木県 438 91 20.8 27 5 18.5 0 0 － 465 96 20.6

群馬県 410 113 27.6 40 7 17.5 6 5 83.3 456 125 27.4

埼玉県 1,175 319 27.1 109 45 41.3 29 14 48.3 1,313 378 28.8

千葉県 1,139 284 24.9 89 9 10.1 24 14 58.3 1,252 307 24.5

東京都 1,781 363 20.4 115 68 59.1 35 28 80.0 1,931 459 23.8

神奈川県 1,202 413 34.4 12 4 33.3 5 5 100.0 1,219 422 34.6

新潟県 685 225 32.8 82 7 8.5 11 4 36.4 778 236 30.3

富山県 266 86 32.3 41 0 0.0 7 6 85.7 314 92 29.3

石川県 289 88 30.4 43 16 37.2 2 0 0.0 334 104 31.1

福井県 265 42 15.8 13 1 7.7 0 0 － 278 43 15.5

山梨県 228 124 54.4 22 9 40.9 2 2 100.0 252 135 53.6

長野県 472 233 49.4 34 18 52.9 5 1 20.0 511 252 49.3

岐阜県 519 163 31.4 60 12 20.0 14 10 71.4 593 185 31.2

静岡県 679 236 34.8 67 21 31.3 18 11 61.1 764 268 35.1

愛知県 1,270 556 43.8 99 20 20.2 16 4 25.0 1,385 580 41.9

三重県 455 130 28.6 31 7 22.6 4 2 50.0 490 139 28.4

滋賀県 288 143 49.7 40 26 65.0 3 3 100.0 331 172 52.0

京都府 530 338 63.8 44 10 22.7 15 12 80.0 589 360 61.1

大阪府 991 288 29.1 68 51 75.0 15 13 86.7 1,074 352 32.8

兵庫県 967 525 54.3 121 62 51.2 15 12 80.0 1,103 599 54.3

奈良県 283 113 39.9 35 8 22.9 9 1 11.1 327 122 37.3

和歌山県 303 120 39.6 35 20 57.1 3 3 100.0 341 143 41.9

鳥取県 164 53 32.3 12 9 75.0 4 4 100.0 180 66 36.7

島根県 275 101 36.7 22 8 36.4 7 4 57.1 304 113 37.2

岡山県 463 85 18.4 33 4 12.1 4 3 75.0 500 92 18.4

広島県 633 353 55.8 57 24 42.1 5 5 100.0 695 382 55.0

山口県 394 133 33.8 39 2 5.1 3 2 66.7 436 137 31.4

徳島県 234 72 30.8 30 10 33.3 6 4 66.7 270 86 31.9

香川県 206 66 32.0 22 1 4.5 3 0 0.0 231 67 29.0

愛媛県 396 70 17.7 42 7 16.7 4 4 100.0 442 81 18.3

高知県 244 90 36.9 31 20 64.5 7 6 85.7 282 116 41.1

福岡県 1,008 500 49.6 80 11 13.8 20 7 35.0 1,108 518 46.8

佐賀県 228 92 40.4 24 23 95.8 1 1 100.0 253 116 45.8

長崎県 413 93 22.5 50 15 30.0 10 3 30.0 473 111 23.5

熊本県 345 155 44.9 19 13 68.4 0 0 － 364 168 46.2

大分県 321 139 43.3 20 2 10.0 6 4 66.7 347 145 41.8

宮崎県 317 106 33.4 25 17 68.0 3 3 100.0 345 126 36.5

鹿児島県 567 111 19.6 28 11 39.3 4 3 75.0 599 125 20.9

沖縄県 261 137 52.5 25 19 76.0 2 1 50.0 288 157 54.5

合計 25,524 8,554 33.5 2,199 787 35.8 392 234 59.7 28,115 9,575 34.1

※１ ： 義務教育学校・中等教育学校（前期課程）を含む

※２ ： 中等教育学校（後期課程）を含む

合計特別支援学校小中学校※１ 高等学校※２

me-oku
四角形
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要配慮者の利用が想定される屋内運動場や校舎におけるスロープ等による段差解消・多目的トイレの整備状況  

スロープ等による校舎の段差解消 

 

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

北海道 1,349 941 69.8 129 109 84.5 17 12 70.6 1,495 1,062 71.0

青森県 289 116 40.1 11 4 36.4 0 0 － 300 120 40.0

岩手県 160 74 46.3 8 7 87.5 2 2 100.0 170 83 48.8

宮城県 416 267 64.2 22 21 95.5 1 1 100.0 439 289 65.8

秋田県 203 133 65.5 29 21 72.4 8 8 100.0 240 162 67.5

山形県 204 71 34.8 5 2 40.0 0 0 － 209 73 34.9

福島県 351 87 24.8 29 22 75.9 3 3 100.0 383 112 29.2

茨城県 478 269 56.3 37 20 54.1 10 10 100.0 525 299 57.0

栃木県 268 152 56.7 10 3 30.0 0 0 － 278 155 55.8

群馬県 356 133 37.4 31 19 61.3 8 7 87.5 395 159 40.3

埼玉県 963 624 64.8 48 42 87.5 18 18 100.0 1,029 684 66.5

千葉県 719 405 56.3 35 28 80.0 16 16 100.0 770 449 58.3

東京都 1,423 904 63.5 84 71 84.5 29 27 93.1 1,536 1,002 65.2

神奈川県 1,155 681 59.0 8 5 62.5 6 6 100.0 1,169 692 59.2

新潟県 458 307 67.0 30 15 50.0 2 1 50.0 490 323 65.9

富山県 148 96 64.9 19 19 100.0 3 3 100.0 170 118 69.4

石川県 264 215 81.4 13 10 76.9 2 1 50.0 279 226 81.0

福井県 191 117 61.3 6 5 83.3 0 0 － 197 122 61.9

山梨県 192 147 76.6 9 6 66.7 2 2 100.0 203 155 76.4

長野県 315 208 66.0 22 11 50.0 3 3 100.0 340 222 65.3

岐阜県 460 291 63.3 8 2 25.0 2 2 100.0 470 295 62.8

静岡県 587 197 33.6 34 25 73.5 20 13 65.0 641 235 36.7

愛知県 883 583 66.0 32 22 68.8 4 4 100.0 919 609 66.3

三重県 381 260 68.2 9 6 66.7 2 2 100.0 392 268 68.4

滋賀県 233 213 91.4 20 4 20.0 3 3 100.0 256 220 85.9

京都府 425 317 74.6 29 16 55.2 12 12 100.0 466 345 74.0

大阪府 737 611 82.9 54 42 77.8 9 6 66.7 800 659 82.4

兵庫県 705 598 84.8 16 16 100.0 14 14 100.0 735 628 85.4

奈良県 251 202 80.5 2 2 100.0 3 3 100.0 256 207 80.9

和歌山県 256 207 80.9 28 23 82.1 1 1 100.0 285 231 81.1

鳥取県 151 119 78.8 8 6 75.0 1 1 100.0 160 126 78.8

島根県 204 99 48.5 14 9 64.3 5 5 100.0 223 113 50.7

岡山県 284 163 57.4 21 13 61.9 2 2 100.0 307 178 58.0

広島県 486 460 94.7 27 26 96.3 2 2 100.0 515 488 94.8

山口県 290 170 58.6 20 6 30.0 0 0 － 310 176 56.8

徳島県 145 70 48.3 16 15 93.8 5 5 100.0 166 90 54.2

香川県 151 109 72.2 16 10 62.5 0 0 － 167 119 71.3

愛媛県 268 134 50.0 34 25 73.5 3 2 66.7 305 161 52.8

高知県 192 122 63.5 22 16 72.7 6 6 100.0 220 144 65.5

福岡県 786 603 76.7 16 7 43.8 11 10 90.9 813 620 76.3

佐賀県 166 114 68.7 11 11 100.0 0 0 － 177 125 70.6

長崎県 204 81 39.7 7 4 57.1 3 2 66.7 214 87 40.7

熊本県 242 175 72.3 7 5 71.4 0 0 － 249 180 72.3

大分県 165 110 66.7 13 9 69.2 2 2 100.0 180 121 67.2

宮崎県 166 106 63.9 7 4 57.1 0 0 － 173 110 63.6

鹿児島県 322 102 31.7 15 11 73.3 0 0 － 337 113 33.5

沖縄県 244 146 59.8 11 9 81.8 1 1 100.0 256 156 60.9

合計 19,286 12,309 63.8 1,082 784 72.5 241 218 90.5 20,609 13,311 64.6

※１ ： 義務教育学校・中等教育学校（前期課程）を含む

※２ ： 中等教育学校（後期課程）を含む

小中学校※１ 高等学校※２ 特別支援学校 合計

me-oku
四角形




 

13 
 

要配慮者の利用が想定される屋内運動場や校舎におけるスロープ等による段差解消・多目的トイレの整備状況 

校舎における多目的トイレの設置 

 

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

要配慮者
の利用が

想定され

る

学校数

（校）

設置
学校数

（校）

割合
（％）

北海道 1,349 650 48.2 129 101 78.3 17 13 76.5 1,495 764 51.1

青森県 289 117 40.5 11 5 45.5 0 0 － 300 122 40.7

岩手県 160 44 27.5 8 6 75.0 2 2 100.0 170 52 30.6

宮城県 416 296 71.2 22 17 77.3 1 1 100.0 439 314 71.5

秋田県 203 114 56.2 29 19 65.5 8 8 100.0 240 141 58.8

山形県 204 45 22.1 5 1 20.0 0 0 － 209 46 22.0

福島県 351 95 27.1 29 21 72.4 3 3 100.0 383 119 31.1

茨城県 478 232 48.5 37 19 51.4 10 10 100.0 525 261 49.7

栃木県 268 94 35.1 10 8 80.0 0 0 － 278 102 36.7

群馬県 356 172 48.3 31 24 77.4 8 8 100.0 395 204 51.6

埼玉県 963 488 50.7 48 39 81.3 18 16 88.9 1,029 543 52.8

千葉県 719 413 57.4 35 24 68.6 16 10 62.5 770 447 58.1

東京都 1,423 1,015 71.3 84 74 88.1 29 26 89.7 1,536 1,115 72.6

神奈川県 1,155 840 72.7 8 6 75.0 6 6 100.0 1,169 852 72.9

新潟県 458 249 54.4 30 23 76.7 2 1 50.0 490 273 55.7

富山県 148 83 56.1 19 19 100.0 3 3 100.0 170 105 61.8

石川県 264 153 58.0 13 10 76.9 2 2 100.0 279 165 59.1

福井県 191 79 41.4 6 6 100.0 0 0 － 197 85 43.1

山梨県 192 104 54.2 9 8 88.9 2 2 100.0 203 114 56.2

長野県 315 218 69.2 22 19 86.4 3 3 100.0 340 240 70.6

岐阜県 460 227 49.3 8 5 62.5 2 1 50.0 470 233 49.6

静岡県 587 190 32.4 34 25 73.5 20 16 80.0 641 231 36.0

愛知県 883 650 73.6 32 28 87.5 4 4 100.0 919 682 74.2

三重県 381 291 76.4 9 8 88.9 2 2 100.0 392 301 76.8

滋賀県 233 195 83.7 20 4 20.0 3 3 100.0 256 202 78.9

京都府 425 346 81.4 29 27 93.1 12 12 100.0 466 385 82.6

大阪府 737 602 81.7 54 45 83.3 9 9 100.0 800 656 82.0

兵庫県 705 590 83.7 16 14 87.5 14 14 100.0 735 618 84.1

奈良県 251 196 78.1 2 2 100.0 3 3 100.0 256 201 78.5

和歌山県 256 133 52.0 28 27 96.4 1 1 100.0 285 161 56.5

鳥取県 151 91 60.3 8 8 100.0 1 1 100.0 160 100 62.5

島根県 204 94 46.1 14 11 78.6 5 5 100.0 223 110 49.3

岡山県 284 148 52.1 21 14 66.7 2 2 100.0 307 164 53.4

広島県 486 345 71.0 27 25 92.6 2 2 100.0 515 372 72.2

山口県 290 110 37.9 20 12 60.0 0 0 － 310 122 39.4

徳島県 145 60 41.4 16 16 100.0 5 5 100.0 166 81 48.8

香川県 151 100 66.2 16 16 100.0 0 0 － 167 116 69.5

愛媛県 268 135 50.4 34 18 52.9 3 2 66.7 305 155 50.8

高知県 192 121 63.0 22 20 90.9 6 5 83.3 220 146 66.4

福岡県 786 576 73.3 16 10 62.5 11 11 100.0 813 597 73.4

佐賀県 166 115 69.3 11 10 90.9 0 0 － 177 125 70.6

長崎県 204 81 39.7 7 5 71.4 3 3 100.0 214 89 41.6

熊本県 242 172 71.1 7 7 100.0 0 0 － 249 179 71.9

大分県 165 102 61.8 13 9 69.2 2 2 100.0 180 113 62.8

宮崎県 166 80 48.2 7 7 100.0 0 0 － 173 87 50.3

鹿児島県 322 97 30.1 15 8 53.3 0 0 － 337 105 31.2

沖縄県 244 160 65.6 11 9 81.8 1 1 100.0 256 170 66.4

合計 19,286 11,508 59.7 1,082 839 77.5 241 218 90.5 20,609 12,565 61.0

※１ ： 義務教育学校・中等教育学校（前期課程）を含む

※２ ： 中等教育学校（後期課程）を含む

小中学校※１ 高等学校※２ 特別支援学校 合計

me-oku
四角形
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